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01 防災関係機関 

資料 01 防災関係機関 

１．村及びその出先機関等 

名称 郵便番号 所在地 電話番号 

大鹿村役場 399-3502 大鹿村大河原 354 0265-39-2001 

大鹿村教育委員会 399-3502  〃 大河原 391-2 0265-39-2100 

 

２．県及びその出先機関等 

名称 
防災事務 

担当部課 
郵便番号 所在地 電話番号 

長 野 県 庁 

危機管理部 

危 機 管 理 

防 災 課 

380-8570 長野市南長野字幅下 692-2 
026-235-7184 

026-232-0111（夜） 

長 野 県 企 業 局 総 務 係 380-8570 〃 026-235-7371 

長野県教育委員会事務局 
教育総務課 

総 務 係 
380-8570 〃 026-235-7421 

長 野 県 議 会 事 務 局 
総 務 課 

庶 務 係 
380-8570 〃 026-235-7411 

南 信 州 地 域 振 興 局 総務管理課 395-0034 飯田市追手町 2-678 
0265-53-0402 

0265-23-1111 

飯 田 保 健 福 祉 事 務 所 総 務 課 395-0034 〃 
0265-53-0442 

0265-23-1111 

飯 田 建 設 事 務 所 
整 備 課 

整備第三係 
395-0034 〃 

0265-53-0455 

0265-23-1111 

 

３．指定地方行政機関及び出先機関 

名称 郵便番号 所在地 電話番号 

中部森林管理局  南信森林管理署 396-0023 伊那市山寺 1499-1 050-3160-6060 

伊 那 谷 総 合 治 山 事 業 所 

小 渋 川 治 山 事 業 所 
399-3501 大鹿村鹿塩 420-2 0265-39-2310 

南 信 森 林 管 理 署 大 鹿 森 林 事 業 所 399-3502 大鹿村大河原 883 0265-39-2221 

大 鹿 郵 便 局 399-3502 大河原 921-2 0265-39-2142 

鹿 塩 郵 便 局 399-3501 鹿塩 392-7 0265-39-2342 

飯 田 労 働 基 準 監 督 署 395-0051 
飯田市高羽町 6-1-5 

飯田高羽合同庁舎 
0265-22-2635 

中 部 地 方 整 備 局 

天 竜 川 上 流 河 川 事 務 所 
399-4114 駒ヶ根市上穂南 7番 10号 0265-81-6411 

中部地方整備局  飯田国道事務所 395-0024 飯田市東栄町 3350 0265-53-7200 

〃   飯 田 維 持 出 張 所 395-0814 飯田市八幡町 427-1 0265-22-5080 

中 部 地 方 整 備 局 

天 竜 川 ダ ム 統 合 管 理 事 務 所 
399-3801 上伊那郡中川村大草 6884-19 0265-88-3729 
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４．指定公共機関及びその他出先機関（抜粋） 

機関名 郵便番号 所在地 電話番号 

東 海 旅 客 鉄 道 ( 株 ) 飯 田 支 店 395-0000 飯田市上飯田 5356番地 0265-22-7082 

中 部 電 力 ( 株 ) 飯 田 営 業 所 395-8622 〃 吾妻町 100 0120-985-232 

東 日 本 電 信 電 話 ( 株 ) 長 野 支 店 380-8519 長野市新田町 1137-5 026-225-4404 

 

５．指定公共機関及びその他出先機関（抜粋） 

機関名 
防災事務 

担当部課 
郵便番号 所在地 電話番号 

伊 那 バ ス 株 式 会 社 事 務 課 396-0026 伊那市西町 5208 0265-72-5111 

飯田エフエム放送（株）  395-0033 飯田市常磐町 41 0265-21-7630 

（株）飯田ケーブルテレビ放送   395-0823 飯田市松尾明 7590-1 0265-52-5406 

 

６．公共団体等 

団体名 郵便番号 所在地 電話 備考 

大 鹿 村 商 工 会 399-3502 大鹿村大河原 354 0265-39-2381   

み な み 信 州 農 業 協 同 組 合 

大 鹿 事 業 所 
399-3502 大鹿村大河原 3395-2 0265-39-2101   

飯 伊 森 林 組 合 大 鹿 事 業 所 399-3502 大鹿村大河原 362-2 0265-39-2380  

 

７．警察関係 

機関名 郵便番号 所在地 電話番号 

長 野 県 警 察 本 部 380-8510 長野市大字南長野字幅下 692-2 026-233-0110 

飯 田 警 察 署 395-0013 飯田市小伝馬田 1-3541-2 0265-22-0110 

大 鹿 駐 在 399-3502 大鹿村大河原 628 0265-39-2110 

 

８．消防関係 

機関名 郵便番号 所在地 電話番号 

飯 田 広 域 消 防 本 部 警 防 課 395-8533 飯田市東栄町 3345 0265-23-0119 

飯 田 広 域 消 防 高 森 消 防 署 399-3101 高森町山吹 5920 0265-35-0119 
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９．陸上自衛隊 

機関名 郵便番号 所在地 電話番号 

陸 上 自 衛 隊 

第 1 3 普 通 科 連 隊 
390-8508 松本市高宮西 1-1 0263-26-2766 

自 衛 隊 

長 野 地 方 協 力 本 部 
380-0846 

長野市旭町 1108 

長野第２合同庁舎 
026-233-2108 

 

10．隣接市町村 

機関名 
防災事務 

担当部課 
郵便番号 所在地 電話番号 

飯 田 市 
危機管理室 

防 災 係 
395-8501 飯田市大久保町 2534 

0265-22-4511 

内線 2431 

松 川 町 
総 務 課 

危機管理係 
399-3303 松川町元大島 3823 0265-36-7021 

高 森 町 
総 務 課 

防災安全係 
399-3193 高森町下市田 2183-1 

0265-35-3111(代) 

0265-35-9402 

阿 智 村 〃 395-0303 阿智村駒場 483 0265-43-2220 

豊 丘 村 
〃 

総 務 係 
399-3295 豊丘村大字神稲 3120 

0265-35-3311(代) 

0265-35-9050 

喬 木 村 
〃 

庶 務 係 
399-1107 喬木村 6664 

0265-33-2001(代) 

0265-33-5120 

阿 南 町 
〃 

行 政 係 
399-1511 阿南町東条 58-1 0260-22-2141 

平 谷 村 総 務 課 395-0601 平谷村 354 0265-48-2211 

根 羽 村 
〃 

総 務 係 
395-0701 根羽村 1762 0265-49-2111 

下 條 村 
〃 

総 務 係 
399-2101 下條村睦沢 8801-1 0260-27-2311 

売 木 村 〃 399-1689 売木村 968-1 0260-28-2311 

天 龍 村 
〃 

総 務 係 
399-1201 天龍村平岡 878 0260-32-2001 

泰 阜 村 
〃 

庶 務 係 
399-1895 泰阜村 3236-1 0260-26-2111 
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02 災害情報の収集連絡関係 

資料 02-1 様式第１号（概況速報） 

（　　） （　　）

鉄　道
通　信

電　力
水　道

　施設関係  

そ の 他

災 害 の 名 称

報 告 の 時 限

発 信 者

応急対策等の活動
状況消防職員・消
防団員の出動状況

等

人 的 ・ 住 家 関 係

農 業 関 係

林 業 関 係

公共土木施設関係

被 害 の 種 別

被　　　　　　　害　　　　　　　状　　　　　　　況

被 害 地 域 ま た は 場 所 災 害 の 状 況

概　　　　　　　況　　　　　　　速　　　　　　　報

災 害 発 生 日 時

発 受 信 時 刻

受 信 者
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資料 02-2 様式第２号（人的および住家の被害） 

人  世　帯

人  人　員

人  世　帯

人  人　員

人  

人  

棟  

棟  

棟  

人　員 人  

世　帯 世帯  

人　員 人  人  

世　帯 世帯   人  

人　員 人  

（１）

（２）

（３）
（４）

（５）
（６）住家の被害のうち「棟数」及び「一部破損」は、「決定報告」を除き、指示した場合に限り報告する。

一 部 破 損

重 傷

軽 傷

小 計

一 部 破 損

全壊・全焼
又 は 流 出

床 下 浸 水

「棟」とは、一つの独立した建物をいう。なお、主屋に付着している風呂場、便所等は、主屋に含めて１棟と
するが、二つ以上の棟が渡り廊下で接続している場合には２棟とすること。

「一部破損」とは、住家の損壊程度が、半壊に達しない程度のものとする。
「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しないが、土砂竹林のたい積に
より一時的に居住することができないものとすること。
「床下浸水」とは、住家が床上浸水に達しない程度のものとすること。

（注）： 負傷者のうち「重傷」とは、一月以上の治療を要する見込みのものとし、「軽傷」とは、一月未満で治療でき
る見込みのものとするが、その区分が把握できない場合は、負傷欄の小計をもって報告すること。

災 害 の 名 称

災 害 発 生 の 場 所

月　　日　　時現在　　

法
適
用
の

見
込
み

そ
　
の
　
他

消防職員出動延人員

消防団員出動延人員

人 的 及 び 住 家 の 被 害 状 況 報 告 （ 発 生 ・ 中 間 ・ 確 定 ）

世
帯
数
及
び
人
員

棟
　
　
　
　
　
　
　
数

住
　
　
　
家
　
　
　
の
　
　
　
被
　
　
　
害

床 上 浸 水

半 壊 又 は 半 焼

災 害 の 日 時 年　　月　　日　　時　

発 信 機 関 及 び

床 下 浸 水

人
　
的
　
被
　
害

負
　
傷
　
者 非住家の被害　（全・半壊）

災
害
発
生
の
原
因

半 壊 又 は

棟  

世帯  世　帯

流 出

棟  

災 害 担 当 者
災 害 報 告 の 時 限

半 焼

住
家
の
被
害

世
帯
数
及
び
人
数

死 者

行 方 不 明

計

全 壊 ・ 全 焼 又 は

す
で
に
と

っ
た

救
援
措
置

床 上 浸 水
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資料 02-3 様式第２－１号（避難勧告・指示等避難状況報告） 

地 区 名 世 帯 数 人 員 入所世帯数 入 所 人 員

合計 合計

避 難 場 所 名 設 置 地 区 名

災 害 発 生 日 時

発 信 時 刻

避難勧告・指示の状況 避難場所等の状況

勧告、指示
の別

発 信 者

月　　日　　時現在　

災 害 の 名 称

報 告 の 名 称

月　 日 　時　

月 　日   時　
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資料 02-4 様式第３号（社会福祉施設被害） （職業訓練施
設被害） 

災 害 の 名 称

災 害 発 生 場 所

報 告 の 時 刻

発 信 者

棟
数

被害額
（千円）

棟
数

棟
数

被害額
（千円）

棟
数

棟
数

被害額
（千円）

棟
数

被害額
（千円）

計

被 害 額 計

施 設 名

災 害 発 生 日 時 年　　月　　日　　時　

月　　日　　時現在　 発 受 信 時 刻 日　　時　　分　

（　　）　　（　　）　 受 信 者

施 設 の 種 類

被害額
（千円）

被　　　　　　　　害

全 壊 流 失 半 壊 一 部 破 損 床 上 浸 水 床 下 浸 水

被害額
（千円）

社会福祉施設被害状況報告
（職業訓練施設被害状況報告）

（千円）　

中間
確定
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資料 02-5 様式第５号（農業関係被害） 

面　積

被害金額

項
目

区
分

項
目

区
分

施
　
設
　
関
　
係

合 計

建 物

温 室 （ ガ ラ ス 張 ）

生
　
　
　
産
　
　
　
物
　
　
　
被
　
　
　
害

そ
　
　
の
　
　
他

被 害 者 農 業 者 （ 家 ） 数 戸　

家 畜

畜 産 物

水産物（寒天含む）

加 工 品 貯 蔵 品 等

蚕 繭

計

特 別 被 害 農 業 （ 家 ） 数 戸　

被害率３０％以上 合　　　　　　　　　　　計

水 稲

麦 ・ 雑 穀 ・ 豆 類

小 計

樹
体
被
害

果 樹

そ の 他
（ ）

小 計

花 き

特 用 作 物

桑

そ の 他

計

果 樹

野 菜

被害金額

　　月　　日　　時　　分～　　日　　時　　分 発信日時

受信機関
（受信者）

　　月　　日　　時　　分　　

件数

主 な 被 害 品 目 名

（表５－１）

面積
（㎡）

被 害 金 額 主 な 被 害 地 区 名

そ の 他

減収量

面積
（㎡）

減収量 被害金額

面積
（㎡）

主 な 被 害 地 区
及 び 被 害 農 作
物 の 種 類 等減収量

被害金額 件数

面　積

種 類 名

区
分項

目

プラスチックハ ウス

被害額３０％未満

施 設 名
園 芸 関 係

作 物 名

件数

面　積

災
害
名

被 害 量

発生日時

発信機関
（発信者）

構 築 物

計
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（表５－２）　

（ha）

（ha）

（t）

（ha）

（ha）

（t）

（ha）

被 害 額

（ha）

被 害 額

件 数

被 害 額

被 害 額

被 害 額

（千円）

う ち 30 ％ 以 上

減 収 量

被 害 面 積

（千円）

（被害情報収集法）

地域別　　　

（千円）

被 害 箇 所 数

被 害 箇 所 数

被 害 箇 所 数

被 害 箇 所 数

（千円）

畜 産 物 （ ）

蚕 繭 （ ）

農　業　関　係　被　害　状　況　報　告　（中間・確定）

災害の名称
災害発生日時

報告の時限

　　　　　月　　　日　　　　時

　　　　　月　　　日　　　　時現在

農
　
　
　
　
作
　
　
　
　
物

（千円）

被 害 面 積

被 害 面 積

う ち 30 ％ 以 上

減 収 量

被 害 面 積

　　　区　分

共 同 利 用 施 設

　　　（種類：

（件）   

（件）    

樹体被害

計

　　　（種類：

（千円）

畜

産

物

用 計

そ の 他 （ ）

施
　
　
設

非 共 同 利 用 施 設

地 方 公 共 団 体 施 設

計
（件） 　

（件） 　

計

水陸稲

その他の
農作物

被 害 農 業 者 （ 家 ） 数

農地

農業用施設

計

被 害 額 総 計

農
地
・
農
業
用
施
設

（戸）   
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資料 02-6 様式第６号（林業関係被害） 

（表６－１）

月　　日

月　　日　　時現在

そ の 他

面 積 被 害 額 被 害 額 延 長 被 害 額 被 害 額

ha 千円 千円 m 千円 千円

被害額計
千円

内容

摘 要

前回（ ／ ）までの計

今回報告による計

差 引

箇 所 箇所 路 線 箇 所

林業関係被害状況報告（速報・中間・確定）

林　　　　　　　　道治 山 施 設治 山 （ 林 地 崩 壊 ）

災害の名称
災 害 発 生 日 時

報 告 日 時

地域

） 
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（表６－２）
災害の名称 １

（速報、概況、確定）
災害発生年月日 ２

箇 所 渓 流 山 腹 被害額 箇 所 渓 流 山 腹 被害額 箇 所 被害額 施 行

数 km ha ha 千円 数 km ha ha 千円 数 千円 年度

崩 壊 地
小 計

地 す べ
り 地
小 計

注 １　公共、小規模ごとに別紙とする。

２　緊急治山は（　）内書とする。

３　被害額は復旧に要する工場費とする。

４　降水量は日別に記載する。

５　「復旧計画」欄には、谷止工（基、㎥）、山腹工（ha）等と記入する。

６　「被害状況」欄には、人家（戸）、耕地（ha）、鉄道（m）、道路（国、県道、その他、m）、公共施設等を記する。

７　保安林に係る被害分を該当欄に（　）内書とする。

８　確定報告には、第号を○で囲んで位置図（５万分の１地形図）を添付する。

備考
復 旧

計 画

拡大崩壊地、地すべり地

被害状況

山 施 設 被 害 状 況 降水量

mm

観測

所名

数 量

m（m）

（ha）

市町村
字 名

番号 種 別 被害状況

治 山 施 設 被 害 状 況

林 地 被 害 状 況

月日

被害状況

新生崩壊地、地すべり地
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（表６－３）

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額

天

人

素 材 （㎥）

製 材 （㎥）

薪炭原木 （㎥）

木 炭 （kg）

薪 層 積 （㎥）

し い た け （kg）

わ さ び （kg）

竹 材 （束）

注： １　木炭出荷調整対策事業による保管木炭が被害を受けた場合には木炭欄の内数として（　）書で示すこと。

２　立木は利用伐期令級以上のものを記入する。

３　被害者数等の欄は森林組合等の団体にあってはその組合数、会社及び個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。

４　県有林（県行造林含む）の被害を、その他欄に内数として（　）書で示すこと。

３ 林 産 物 被 害 状 況

区 分

合 計

被 害 者 数

小 計

小 計

そ の 他

特

殊

林

産

物

合 計

農業協同組

合同連合会

そ の 他 任

意 団 体
個 人 会社・個人 そ の 他 計

農 林 業 者 そ の 他

木

材

薪

炭

計
中小企業等

協 同 組 合

そ の 他

小 計

森 林 組 合

同 連 合 会

立木（㎥）
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（表６－４）

数

量

金

額

数

量

金

額

数

量

金

額

数

量

排

土

費

数

量

金

額

数

量

金

額

数

量

金

額

数

量

排

土

費

数

量

金

額

数

量

金

額

数

量

金

額

数

量

排

土

費

数

量

金

額

排

土

費

数

量

金

額

排

土

費

（棟）

（坪）

（km）

建 物 （棟）

機 械 （点）

（棟）

（基）

建 物 （棟）

炭 窯 （基）

（棟）

（坪）

（坪）

（本）

建 物 （棟）

機 械 （点）

注 １　堆積土砂量の欄は貯木場および流送路についてのみ記入する。

２　被害者数等の欄は、中小企業等協同組合にあってはその組合数、会社、個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。

合計

被 害 者 数 等

計

計

し い た け ほ だ 木

しいたけ育成施設

わ さ び 育 成 施 設

特 殊 林 産 倉 庫

集 運 材 施 設

木 炭 倉 庫

計

合 計

特

殊

林

産

物

工
施
設

木
材
加

工
施
設

木
材
加

工
施
設

産
物
加

特
殊
林

炭 窯

簡 易 搬 送 施 設

木

材

木

炭

木 材 倉 庫

会 社 ・ 個 人中 小 企 業 等 協 同 組 合

計

貯 木 場

網 場

流 送 路

４ 林 産 施 設 被 害

そ の 他

区 分 半 壊 計
堆 積 土
砂 量
（ ㎥ ）

計

そ の 他

全 壊 半 壊 全 壊
堆 積 土
砂 量
（ ㎥ ）

全 壊 半 壊 計
堆 積 土
砂 量
（ ㎥ ）
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（表６－５）

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額

立 木 （ ㎥ ）

素 材 （ ㎥ ）

製 材 （ ㎥ ）

薪炭原木 （ ㎥ ）

木 炭 （ kg ）

薪 層 積 （ ㎥ ）

し い た け （ kg ）

わ さ び （ kg ）

竹 材 （ 束 ）

注： １　道路の決壊、橋梁の破損、その他により運搬不能等となった滞貨及び金額を記入する。

２　被害者数等の欄は森林組合の団体にあってはその組合数、会社及び個人にあっては会社及び戸数の実数を記入する。

合計

農 林 業 者

特

殊

林

産

物

そ の 他

小 計

そ の 他

小 計

そ の 他 任

意 団 体
会社・個人

被 害 者 数

合 計

計
農業共同組

合同連合会
会社・個人 そ の 他計

中小企業等

協 同 組 合

５ 林 産 物 間 接 被 害

小 計

区 分
森 林 組 合

同 連 合 会

木

材

薪

炭

そ の 他
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（表６－６）

５　造林地等の被害状況（速報、概況、確定）

樹種別 齢級別 面 積 被害額 面 積 被害額 面 積 被害額 面 積 単 価 経 費 面 積 単 価 経 費

ha 千円 ha 千円 ha 千円 ha 円 千円 ha 円 千円 千円

合 計

注　 １　区分は火災（被害全域）、病虫害獣（虫害以上）、病虫害獣（虫害未満）、その他被害（被害率３０％以上）、その他被害

　（被害率３０％未満）に区分し、別葉に作成する。

２　森林所有者区分は、県、市町村、公社、公団、その他及び合計に区分し、記入する。

３　「面積」は、区域面積とし、上段に（　）内数で被害実面積を記入する。

４　市町村ごとに計欄に保安林分を（　）書き内数で記入する。

５　「備考」欄には、復旧事業の種別（要復旧経費のその他の明細）、応急対策等を記入する。

６　「森林計画区」ごとの合計欄に、森林国営保険契約地の齢級別被害面積を（　）書き内数で記入する。

災 害 発 生 年 月 日

災 害 の 名 称

区 分

要 復 旧

そ の 他改 植

備 考

経費計

森

林

所

有

者

区

分

森 林 計

画 区

地 域 名

被 害

人 工 林 天 然 林 計
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資料 02-7 様式第７号（土木関係被害） 

（表 ７ － １ ）

自月日 異常気象名 自月日 異常気象名 自月日 異常気象名 自月日 異常気象名 自月日 異常気象名

至月日 至月日 至月日 至月日 至月日

箇所数 金         額 箇所数 金         額 箇所数 金         額 箇所数 金         額 箇所数 金         額 箇所数 金  額

河 川

砂 防

地 滑 り

急 傾 斜

道 路

橋 梁

計

河 川

道 路

橋 梁

計

河 川

砂 防

地 滑 り

急 傾 斜

道 路

橋 梁

計

合
　
　
　
　
　
　
計

市
町
村
工
事

（単位：千円）

　区     分　

県
 
 

工
 
 

事

災　　　　害　　　　総　　　　括　　　　表

前　　　回　　　ま　　　で　　　の　　　報　　　告　　　分 今　回　報　告　分

年 間 の 合 計
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（表 ７ － ２ ）

被害額 被害 被害額 被害額 被害 被害額

箇所 箇所

（千円） （箇所） （千円） （千円） （箇所） （千円）

受信者氏名

（被 害 情 報 収 集 用）

送　受　信 月　　　日　　　時 　 送信者氏名

計

被害

箇所

（箇所） （箇所）

計

道　　　　路 橋　　　　梁

被害

箇所

砂　　　　防

被害額

（千円）

被害

箇所

（箇所）

河　　　　川

公　共　土　木　施　設　被　害　状　況　報　告　（ 中間 ・ 確定 ）

災害の名称
　災害発生日時

　報告の時限

月　　　　日　　　　時

　　　月　　　　日　　　　時現在

区　　分

地域別
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（表 ７ － ３ ）

ふ り が な

場 所

発 生 日 時

斜 面 の 種 類 自然斜面

拡 大 の 見 込 有

安 全 対 象

人 家 戸 数

負 傷 者

一部破損

応急対策及び

警戒避難状況

有 無

備 考

受 送 信

注） 　１    急 傾 斜 地 の 崩 壊  （が け 崩 ）  、  地 す べ り に よ る 災 害 で 人 家 人 命 、 公 共 的 建 物 に 被 害 の
           あ っ  た も の 。

　 　 　2  　被 害 状 況 写 真 を 添 付 す る こ と 。

旧住宅地造成事業に関する法律の適用区域

宅 地 基 準 条 例 の 適 用 地 区

そ の 他

受 信 者 氏 名送 信 者 氏 名

そ の 他 の 概 況

応 急 対 策

避 難 状 況

法 令 等

都市計画に基づく開発許可制度の適用区域

　　　　　　㎡

半　　　　 壊　　　戸

有 ・ 無

有 ・ 無

異 常 気 象 名

連 続 雨 量

急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 実 態 調 査 箇 所

宅 地 造 成 工 事 規 制 区 域

崩 壊 面 積

　　　名

　　　戸

　死者　　　名

　全壊　　　戸

日 雨 量
原 因

被 害 の 状 況

崩 壊 の 状 況

戸

高 さ

幅

　　　　　　ｍ

㎜　　

㎜　　

有 無

　　　　　　度

　　　　　　㎥

行方不明者　　　名

地 す べ り 防 止 区 域 （ 建 ・ 林 ・ 農 ）

砂 防 指 定 地

保 安 林

災 害 対 策 基 本 防 災 計 画 区 域

住 宅 被 害

公 共 的 建 物 被 害

その他の建物被害

適用法令等の
施  行  状  況

建築基準法による災害危険地区域

崩 壊 土 砂 量

そ の 他

急 傾 斜 地 法 適 用 区 域

法 令 等

有 ・ 無

有 ・ 無

死 者 ・ 負 傷 者 等

崩 壊 地 区 の 勾 配

人工斜面 概況平面図

最 大 時 間 雨 量

縦断図

そ の 他 概 況

㎜　　 日　　 時～ 　　　　　　日 　　時　

　　　　　　ｍ

無

区 域 名

月 　　日 　　時～ 　　月 　　日 　　時　

月　　　　　日　　　　時　　　　　分　

（観測所）

月 　　日 　　時～ 　　月 　　日 　　時　

急　傾　斜　地　の　崩　壊　等　に　よ　る　被　害　状　況　報　告

第 　　　 報 （　　　 月　　　 日　　　 時現在）

ふ り が な
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（表 ７ － ４ ）

ふ り が な

場 所

発 生 日 時

土 砂 の 流 失

の 形 態

安全対象面積

注）
　　　 ②

負 傷 者

一部破損

床下浸水

応急対策及び

警戒避難状況

有 無

適用法令等の

施 行 状 況

備 考

受 送 信

氾 濫 面 積 　　　　　　㎡

け い 流 流 域 面 積 　　　　　　㎢

注）  　１  　 土 石 流 等 土 砂 に よ る 災 害 で 人 家 、 人 命 、 公 共 的 建 物 に 被 害 の あ っ た も の 。

そ の 他 の 概 況

応 急 対 策

被 害 金 額 千円　

送 信 者 氏 名

法 令 等

床上浸水　　   　戸 　　　　戸

　　　名

　　　戸　全壊　　　戸 半　　　壊　　   　戸

　　  　 2   　被 害 状 況 写 真 を 添 付 す る こ と 。

砂 防 指 定 地 内 砂 防 指 定 地 外

保 安 林 指 定 地 宅 地 造 成 等 工 事 規 制 区 域

受 信 者 氏 名

土石流の状況

建 物 被 害 有 ・ 無

被 害 の 状 況

死 者 ・ 負 傷 者 等 有 ・ 無

土 木 施 設 被 害 有 ・ 無

その他の建物被害 有 ・ 無

　　　　　　㎥

堆 積 粒 径 （ 最 大 ） 　　　　　　㎝

　　　　　　度

そ の 他

け い 流 縦 断 勾 配

流 出 土 砂 量

そ の 他 概 況

概況平面図
掃流形態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

月　　　　　日　　　　時　　　　　分　 異 常 気 象 名

㎜　　 月 　　日 　　時～ 　　月 　　日 　　時　

（観測所）

有 無 法 令 等

地 す べ り 防 止 区 域 （ 建 ・ 林 ・ 農 ）

　①水系級数の区分を明示する。
　②土砂の氾濫、浸水状況、異常堆積状況及び量を明示する。

避 難 状 況

　死者　　　名 行方不明者　　　名

㎜　　 日　　 時～ 　　　　　　日 　　時　

土石流形態

原 因

連 続 雨 量 ㎜　　 月 　　日 　　時～ 　　月 　　日 　　時　

日 雨 量

最 大 時 間 雨 量

土　石　流　等　の　土　砂　災　害　に　よ　る　被　害　状　況　報　告

第 　 　報 （ 　　 月　 　 日　   時現在）

ふ り が な

河 川 名 川　
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資料 02-8 様式第９号（水道施設被害） 

（表９－１）

技 術 応 援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　水　道　施　設　被　害　状　況　報　告　

災 害 の 名 称 災 害 発 生 月 日 　月　　日　　時　

災 害 発 生 場 所

報 告 の 時 限

発 信 者

水 道 の 名 称

被害給水区域及
び被害給水人口

災 害 の 状 況

応 急 処 置 及 び
給 水 現 場

発 受 信 時 刻

受 信 者

給 水 区 域 及 び
現 在 給 水 人 口

（　　　）　

給 水 応 援

（　　　　　戸　　　　　人）　

被害

金額
千円　

復旧資材労務応援消 毒 機 械 及 び 薬 品 応 援

月　　日　　時現在　 　　日　　時　　分　

（　　　）　

（　　　　　戸　　　　　人）　

緊

急

応

援

の

要

否

　　給水車　　　両／日 　㎥分　　

　　ろ水器    　 両／日 　㎥分　

　 乾式注入能力

ｇ／ｈ　　　　　　　機　

　　湿式　    　ｇ／ｈ　　　　　　　機　

   簡易滅菌機

　　　　　　　　　　日　　　　㎥分　

    さらし粉高速

               普通

　　　　　　　500g　　　     　　　本　

　　必要なし    必要なし

   液体塩素

㎏入　　　　　　　本　

ｇ／ｈ　　　　　　　機　

　　日間

　　自衛隊給水班要請／

日　　　　㎥日間　

　　水道から応急給水／

中間

確定
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資料 02-9 様式第 10 号（廃棄物処理施設被害） 

災 害 の 発 生

災 害 発 生 場 所

報 告 の 時 限

発 信 者

千円　

　　　廃棄物処理施設 　被害状況報告

千円　

そ の 他 必 要 な 事 項

被害の区域および処理人口

被 害 の 状 況

被 害 額

応 急 措 置 の 現 況

災 害 救 助 の 有 無

千円　

日　　　　時　　　　分　

（　　　）　

被 害 施 設 名

月　　　　日　　　　時現在　

（　　　）　

発 受 信 時 刻

受 信 者

災 害 発 生 月 日 年　　　　月　　　　日　　　　時　

中間

確定

ごみ・し尿・

下水道終末処理

 



 22 

資料 02-10 様式第 11 号（感染症関係） 

（表１１－１）

患　者 疑　似
無症状
病原体
保有者

計
う　ち
死　者

備
　
　
　
　
　
　
　
考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感　　染　　症　　関　　係　　報　　告

災 害 の 名 称 災 害 発 生 月 日

災 害 発 生 場 所

報 告 の 時 限

発 信 者

月　　　日　　　時現在　

（　　　）　

発 受 信 時 刻

受 信 者

月　　　日　　　時

日　　　時　　　分

（　　　）

　

感

染

症

項目　

　病名

備　考

発 生 患 者 等 数

中間

確定
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（表１１－２）

発 生
患 者 数
（ 人 ）

う ち
死 者
（ 人 ）

う ち
死 者
（ 人 ）

発 生
患 者 数
（ 人 ）

う ち
死 者
（ 人 ）

発 生
患 者 数
（ 人 ）

う ち
死 者
（ 人 ）

発 生
患 者 数
（ 人 ）

う ち
死 者
（ 人 ）

感 染 症

病名

計

病名項目　　　

感　染　症　関　係　

災 害 の 名 称

　　地域の別

病名

発 生
患 者 数
（ 人 ）

病名 病名

災 害 発 生 日 時

報 告 の 時 限

月　　　日　　　時　　　　　　

月　　　日　　　時現在　　　

（被害情報収集用）　

中間

確定
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資料 02-11 様式第 12 号（医療施設被害） 

流 出
半 壊

半 焼
そ の 他

（ 病 院 ） 棟 棟 棟 千円 千円

（診療所）

注：１ 各施設ごとの詳細な被害状況は別葉にして添付すること。
２ 被害施設がへき地出張診療所の場合は、経営主体欄にその旨を記載すること。

浸 水

受 信 者

合 計

全 壊

全 焼

（　　　）　　

区 分 施 設 名 経営主体 所 在 地

被 害 の 程 度

災 害 の 名 称 災 害 発 生 月 日 月　　　　日　　　　時　　

医 療 施 設 被 害 状 況 報 告 保健所名

棟 棟

発 信 者

報 告 の 時 限 月　　　日　　　時現在 日　　　　時　　　　分　　

被 害 額
復旧 に要

す る 経 費

発 受 信 時 刻

（　　　）　　

中間

確定
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資料 02-12 様式第 13 号（商工関係被害） 

（表13－１）

鉱工業 サービス業 その他 計

棟 数 （棟）

損 害 額 （千円）

棟 数 （棟）

損 害 額 （千円）

棟 数 （棟）

損 害 額 （千円）

損 害 額 （千円）

損 害 額 （千円）

損 害 額 （千円）

件 数 （件）

損 害 額 （千円）

件 数 （件）

損 害 額 （千円）

損 害 額 （千円）

（千円）

（千円）

（千円）

注：

損 害 額 総 計

被 害 件 数 （ 事 業 （ 務 ） 所 数 ）

５　大企業に関する被害については、内訳（大企業分としてまとめ）を別紙に記載する。

商 工 関 係 被 害 状 況 報 告

除 雪 、 排 水 等 の 災 害 対 策 に 要 し た 経 費

そ の 他 災 害 の 発 生 に よ り 生 じ た 損 害 額

商業

１　事業協同組合、商工組合、協業組合の被害とは、中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項の規定による中小企
　業団体についての物的被害とする。

２　その他災害の発生により生じた損害額とは季節的商品の出荷遅延による価格の減少額等をいう。

３　住宅と営業に供している建物とが同一建物である場合は、営業用建物部分についての被害を記入するものとする。ただ
　し、被害態様が住宅部分と営業用建物部分とに区分することが困難な場合は、かっこ外書きにする。

４　業種区分中の「その他」には指定公共機関及び指定地方公共機関に係る被害を除くものとする。

年　　　　月　　　　日　　　　時　　

日　　　　時　　　　分　　

（　　　）　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業種区分
被害区分

災 害 発 生 月 日

発 受 信 時 刻

受 信 者

月　　　日　　　時現在　　

（　　　）　　

組
合

、
団
体
以
外
の
事
業
所

土　　　地　　　の　　　被　　　害　　　（イ）

（ア）（イ）以外の有形固定資産の被害

製 品 ・ 仕 掛 品 ・ 原 材 料 の 損 害

建　　物　　の　　被　　害　　（ア）

全

壊

半

壊

の

被

害

そ

の

他

事 業 協 同 組 合 ・ 商 工 組 合 ・
協 業 組 合 の 被 害

商 工 会 議 所 ・ 商 工 会 の 被 害

小 計

災 害 の 名 称

災 害 発 生 場 所

報 告 の 時 限

発 信 者

中間

確定
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（表13－２）

鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他
鉱 工 業
商 業
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業
そ の 他

件 数 （件）

損 害 額 （千円）
件 数 （件）
損 害 額 （千円）

（千円）
（千円）
（千円）

市町村

（被害情報収集用）

土 地 の 被 害
（イ）

建 物 の 被 害
（ア）

商 工 関 係 被 害 状 況 報 告

災害の名称

　　　　月　　　日　　　時　　　　　

月　　　日　　　時現在　　

災 害 発 生 日 時

報 告 の 時 限

地域の別
被害区分

計

そ の 他 災 害 の 発 生 に よ り 生 じ た 損 害 額

損 害 額
（ 千 円 ）

損 害 額
（ 千 円 ）

( ｱ ) ( ｲ ) 以 外 の
有 形 固 定 資 産
の 被 害

損 害 額
（ 千 円 ）

棟 数

損 害 額
（ 千 円 ）

組

合

団

体

以

外

の

事

業

所

棟 数

損 害 額
（ 千 円 ）

棟 数

全

壊

そ

の

他

の

被

害

半

壊

製 品 、 仕 掛 品 、
原 材 料 の 被 害

損 害 額
（ 千 円 ）

除 雪 排 水 等 の 災 害 対 策 に 要 し た 経 費

被 害 件 数 （ 事 業 （ 務 ） 所 数 ）

被 害 額 総 計

事 業 協 同 組 合 、
商 工 組 合 協 業
組 合 の 被 害

商 工 会 の 被 害

中間

確定
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資料 02-13 様式第 14 号（観光施設被害） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　土木施設（遊歩道・つり橋等）

か 所 被 害 額 か 所 被 害 額 か 所 被 害 額 か 所 被 害 額

道 路 千円 千円 千円 千円

橋 梁

計

計

区 分

県 工 事 市 町 村 工 事 そ の 他

２　一般観光地建物

件 数 被 害 額 件 数 被 害 額 件 数 被 害 額 件 数 被 害 額 件 数 被 害 額

全 壊 千円 千円 千円 千円 千円

半 壊

そ の 他

計

国 民 宿 舎 ・ 旅 館 等 そ の 他 施 設 計

建

物

そ

の

他

区 分

県 有 施 設 市 町 村 施 設

災 害 の 名 称 災 害 発 生 月 日 年　　　月　　　日　　　時　　

災 害 発 生 場 所

報 告 の 時 限 月　　　日　　　時現在　　 発 受 信 時 刻 日　　　時　　　分　　

発 信 者 （　　　）　　 受 診 者 （　　　）　　

観 光 施 設 被 害 状 況 報 告
中間

確定
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資料 02-14 様式第 15 号（教育関係施設被害） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表15－１）

災 害 の 名 称 災害発生月日 年　　　月　　　日　　　時　　 災害発生場所

施 設 の 種 別 報 告 の 時 限 月　　　日　　　時限　　 発 信 者 受 信 者

教　育　関　係　施　設　被　害　状　況　報　告　　
中間

確定
報告者

要 補 修 計

面 積 金 額 面 積 金 額

日 日 ㎡ 千円 ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

：　 ：　

注： １　本表は、すべての教育施設の被害について使用するものであること。

２　文化財は、国、県の指定分についてのみ記入すること。

発 受 信
日 時

災 害 発 生
日 時

市 町 村 名 施設の名称

建 物

要 新 築

全 壊 半 壊 大破以
下金額

被害金額

被 害 状 況
工 作 物
被 害 金 額

土 地 被

害 金 額

設 備 被

害 金 額

被 害 額
合 計
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（表15－２） （被害情報収集用）

災害発生日時 　　　　月　　　日　　　時　　　　　

報告の時限 月　　　日　　　時現在　　

教 育 関 係 被 害 状 況 報 告 （ 中 間 ・ 確 定 ）

災害の名称

 
 

被 害 額 （千円）

被 害 額 （千円）

被 害 額 （千円）

被 害 額 （千円）

（千円）

（千円）

計

建 物 以 外 の 被 害 額

被 害 額 計

棟 数

棟 数

地域別

被害区分

建

物

小 学 校

棟 数

中 学 校

社 会 教 育

施 設

小 計

棟 数
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資料 02-15 様式第 17 号（所有財産被害） 

そ
　
　
　
の
　
　
　
他

この報告書内容には、他の報告統計によるものはすべて含まれない。

建
　
　
　
物
　
　
　
被
　
　
　
害

（
市
町
単
災
の
み

）

公
共
土
木
施
設
被
害

報 告 の 時 限

発 信 者

所　有　財　産　設　被　害　状　況　報　告

半 壊

被 害 状 況

被 害 状 況

――

棟

全 壊
（ 流 出 ）

棟

発 生 数

か所

発 生 数

か所

計

発 生 数
（ 計 ）

棟

種 別

道 路

橋 梁

小 計

小 計

種 別

河 川

施 設 の 別 一部 破損

棟

床上 浸水

棟

被 害 額

千円

床下 浸水

棟

被 害 額

千円

被 害 額

千円

備 考

備 考

備 考

災 害 の 名 称 年　　　月　　　日　　　時　

日　　　時　　　分　

（　　　）　

月　　　日　　　時現在　

（　　　）　

災 害 発 生 年 月 日

発 受 信 時 刻

受 信 者

中間
確定
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資料 02-16 様式第 19 号（火災速報） 

第 報

棟

建物焼損床面積　　　　　㎡
建物焼損表面積　　　　　㎡
林野焼損面積　　　　　　　ａ

災 害 対 策 本 部 等
の 設 置 状 況

計 棟

人

建 物 の 概 要
構造
階層

建築面積
延べ面積

り 災 世 帯 数

焼 損 程 度

死 傷 者

（ 覚 知 日 時 ）

火 元 の 業 態 ・ 用 途

出 火 箇 所

救 急 ・ 救 助 活 動

その他参考事項

消 防 活 動 状 況

人

人

人

台

台

（署）消防本部

消 防 団

そ の 他

気 象 状 況

出 火 場 所

出 火 日 時 （　　月　　　日　　　時　　　分）

１．建物 ２．林野 ３．車両 ４．船舶 ５．航空機 ６．その他事 故 種 別

出 火 原 因

死 者 の
生 じ た
理 由

死者（性別・年令） 人

人

人

負傷者 重 傷

軽 傷
中等症

　　月　　　日　　　時　　　分

　　　月　　　日　　　時　　　分

（　　　月　　　日　　　時　　　分）

（ 鎮 圧 日 時 ）

鎮 火 日 時

事業所名（代表者氏名）

　　年　　月　　日　　時　　分報告日時

市町村名

報告者名

都道府県

焼損棟数 焼損面積

棟

棟

棟

全　焼

半　焼

ぼ　や

部　分
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資料 02-17 様式第 19-2 号（危険物等の事故による被害） 

第 報

物質名

災 害 対 策 本 部 等 の
設 置 状 況

１．危険物　　２．準危険物　　３．高圧ガス　　４．可燃性ガス
５．毒劇物　　６．ＲI等　　　　　７．その他（　　　　　　　　　　）

海 上 保 安 庁

施 設 の 区 分

施 設 の 概 要

事 故 の 概 要

重 症

中 等 症

軽 症

負傷者数

消 防 団

台
人

台
人

死 傷 者

死者（性別・年令）

消 防 本 部 （ 署 ）

出 場 資 機 材出 場 人 員

人

人

人

出 場 機 関

人

　　　月　　　日　　　時　　　分

　（　　月　　　日　　　時　　　分）（ 覚 知 日 時 ）

消 防 知 覚 方 法

発 生 日 時

物 失 の 区 分

１．危険物施設　　２．高危混在施設　　３．高圧ガス施設　　４．その他（　　　　　　　　　）　

危 険 物 施 設 の 区 分

気 象 状 況

　　　月　　　日　　　時　　　分

　　　月　　　日　　　時　　　分

報告日時

市町村名

報告者名

特 別 防 災 区

発 見 日 時

鎮火 (処理完了 )日時

事 故 名

１．火災　　　２．爆発　　　３．漏えい　　　４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　レイアウト第一種、第一種
　　　第二種、その他

事 故 種 別

発 生 場 所

事 業 所 名

都道府県

人

人

その他参考事項

年 月 日 時 分

１．危険物に係る事故

２．その他特定の事故

計　　　　人

人

消 防 防 災 活 動 状 況
及 び
救急・救助活動状況

そ の 他

警戒区域の設定
指 令 停 止 命 令

月　日　時　分
月　日　時　分

事
　
業
　
所

自 衛 防 災 組 織

共 同 防 災 組 織

そ の 他

自 衛 隊
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資料 02-18 様式第 21-1 号（被害状況総括） 

：

：

：

，　 計＝　　　人

，　 計＝　　　人

被害額（千円） 被害額（千円）

（棟）

（〃）

（〃）

（〃） （人）

（〃）

（〃）

（〃）

（棟） ▽

（件）

（棟） ▽

（〃） ▽

（〃） ▽

（〃） ▽

（　 ）

（棟） ▽

（　 ）

（棟） ▽

（㏊） （　 ）

（〃） （棟） ▽

（件） ▽

（　 ）

（㏊） （棟） ▽

（〃） （棟） ▽

（〃） ※

（〃）

※

（〃）

（〃）

（〃）

（〃）

※

員

農 業 用 施 設 （カ所）

　　　　　　計 （カ所）

世　　　帯

人

世　　　帯

人

林 道

お

よ

び

人

棟

数

世

帯

（▽印の計）う ち 建 物

そ の 他

※国直轄分（治・林・他）

※国直轄分（河・道・橋）

人

世　　　帯

人

災害対策本部　

被　害　状　況　総　括　（中間確定　　月　　日　　時現在）

う ち

建物

発生数

災害の名称

発 生 日 時

発 生 地 域

　被　 害　 総　 括

世　　　帯

被害

う ち 建 物 被 害

鉱 工 業

商 業

そ の 他

う ち 製 品 ・ 原 材 料 等

う ち 間 接 被 害

（カ所）       計

              計

う ち 建 物 被 害

              計

う ち 建 物 被 害

              計

う ち 建 物 被 害

（カ所）うち土木小災害

（施設）       計

う ち 建 物 被 害

       計 （施設）

う ち 建 物 被 害

              計

不 通 カ 所

被 害 件 数鉄　道

不 通 回 線

被 害 カ 所

被　　害　　者　　の　　別

              計        （カ所）

う ち 建 物 被 害

              計

通　信

電　力

清掃施設

（ 停 電 地 区 ）

被 害 カ 所

その他

都市施設

被 害

発生数

              計        （施設）

被 害 給 水 人 口

              計        （施設）

              計        （施設）

行方不明

軽 傷 者

右 欄 の 計 （千円）

非住家の全・ 半壊

計

床上浸水

床下浸水

計

全 壊

半 壊

一 部 破 損

床 上 浸 水

床 下 浸 水

計

全 壊

半 壊

人

世　　　帯

人

世　　　帯

一部破損

水 陸 稲

ガ　ス

公益事業

関係被害

国保診療

施設被害

社会福祉

施設被害

村 有

河 川

砂 防

道 路

橋 り ょ う

水道施設

被 害

被 害

医療施設

被 害

財産被害

県有財産

被 害

公共土木
施設関係
被      害

その他の
被     害

死　 者　　　　，

重傷者　　　　，

うち国直轄・公共機関分
千円（　　　　　　　　　千円）

（10億） 　　（百万） 　　（※印の計）　 　

豊作物

被　　害　　者　　の　　別

住家棟の
被     害

農業関系
被      害

林業関係
被      害

施 設

畜 産 物 等

農 地

計

治 山

人的被害

被害総額

教育関係

被 害

観光施設

被 害

商工関係

被 害

自 衛 隊 の 出 動

状 況

（概要）

災 害 対 策 本 部

の 設 置 状 況

災 害 救 助 法 の

摘 要 状 況
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03 活動体制関係 

資料 03-1 大鹿村防災会議条例 

 

昭和38年６月29日条例第12号 

改正 

昭和51年９月30日条例第22号 

昭和58年７月４日条例第17号 

平成15年３月17日条例第１号 

平成18年３月16日条例第７号 

平成19年３月16日条例第９号 

大鹿村防災会議条例 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に基づき大鹿

村防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 大鹿村地域防災計画を作成し及びその実施を推進すること 

(２) 村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集すること 

(３) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令により、その権限に属する事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、村長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

(１) 副村長 

(２) 教育長 

(３) 議会議長及び副議長 

(４) 消防団長及び副団長 

(５) 長野県警察の警察官のうちから村長が任命する者 

(６) 村の職員から村長が指名する者 

(７) 南信州広域連合の消防長又は当該連合の消防職員のうちから村長が任命する者 

(８) 長野県の職員のうちから村長が任命する者 

(９) 指定行政機関の職員のうちから村長が任命する者 

(10) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから村長が任命する者 

(11) 村の補助機関その他団体等の役職員のうちから村長が必要と認め任命する者 

(12) 学識経験者 

（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、村の職員、長野県の職員、関係地方行政機関の職員、関係指定公共機関の職員、

関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから、村長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは解任されるものとする。 

（議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、

会長が防災会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和51年９月30日条例第22号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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附 則（昭和58年７月４日条例第17号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成15年３月17日条例第１号） 

この条例は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月16日条例第７号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日条例第９号） 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 
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資料 03-2 大鹿村地震災害警戒本部条例 

 

平成14年６月26日条例第14号 

改正 

平成19年３月16日条例第９号 

大鹿村地震災害警戒本部条例 

（目的） 

第１条 この条例は、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号。以下「法」という。）

第18条第４項の規定に基づき、大鹿村地震災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）の

組織等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 警戒本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 地震警戒本部の組織及び運営に関する事項 

(２) 地震防災応急対策要員の参集に関する事項 

(３) 地震防災応急対策に係る措置に関する事項 

(４) 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令により、その権限に属する

事務 

（組織） 

第３条 警戒本部に、地震災害警戒本部長（以下「本部長」という。）、地震災害警戒副本

部長（以下「副本部長」という。）、地震災害警戒本部員（以下「警戒本部員」という。）

及びその他の職員（以下「本部職員」という。）を置くことができる。 

２ 本部長は、村長をもって充て、警戒本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

３ 副本部長は、村長が副村長、教育長のうちから任命し、副本部長は、本部長を補佐し、

本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 本部員は、次の各号に掲げる職にある者をもって充て、本部長の命を受け、警戒本部の

事務に従事する。 

(１) 各課・所長のうちから村長が任命する者 

(２) 消防団長 

(３) 長野県警察の警察官のうちから村長が任命する者 

(４) 村の区域において業務を行う法第２条第７号に規定する指定公共機関又は同条第８

号に規定する指定地方公共機関の役員又は職員のうちから村長が任命する者 

５ 本部職員は、村の職員のうちから村長が任命する。 
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(１) 本部職員は、警戒本部の所掌事務について本部員を補佐する。 

（部の設置） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、警戒本部に次の部を置くことができる。 

(１) 総務部、環境衛生部、保健福祉部、土木経済部、教育部、医療部、施設部 

２ 前項の部に属すべき本部員及び本部職員は、本部長が指定する。 

３ 第１項の部に部長を置き、本部長が指定する本部員がこれに当たる。 

４ 前項の部長に事故があるときは、本部長が指定する本部員がその職務を代理する。 

５ 第１項に規定する各部の職務は大鹿村地域防災計画による。 

（会議） 

第５条 地震防災会議（以下「防災会議」という。）は、第３条に掲げる者より構成し、必

要により本部長が召集し、本部長は会議の議長になる。 

（代決事項） 

第６条 本部長不在のときは副本部長が、本部長副本部長共に不在のときはあらかじめ本部

長が指定した本部員がその事務を代決する。 

（雑則） 

第７条 前各条に定めるもののほか、警戒本部の組織等に関し必要な事項は、本部長が定め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年３月16日条例第９号） 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 
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04 広域相互応援関係 

資料 04-1 大鹿村消防団規則 

 

昭和44年12月11日規則第８号 

改正 

昭和50年12月24日規則第10号 

昭和56年12月31日規則第５号 

平成９年３月24日規則第14号 

平成15年３月17日規則第１号 

平成22年３月19日規則第５号 

大鹿村消防団規則 

（分団の設置） 

第１条 大鹿村消防団（以下「消防団」という。）に本部及び分団を置く。 

２ 前項の本部及び分団の名称を「本部」及び「第１分団」とし、区域は大鹿村全域とする。 

（分団及び班） 

第２条 前条の本部及び分団に班を置く。 

２ 前項の班は、別表のとおりとする。 

（幹部） 

第３条 消防団に団長のほか、次の幹部を置く。 

副団長２名以内 本部長１名 分団長２名以内 

副本部長１名 副分団長４名以内 部長６名以内 

班長10名以内 

（幹部の任免） 

第４条 副団長、本部長、分団長、副本部長、副分団長、部長、班長は、団員の中から村長

の承認を得て団長がこれを命免する。 

（団長の職責） 

第５条 消防団長（以下「団長」という。）は、団の事務を統轄し、団員及び消防協力員を

指揮して、法令、条例及び規則の定める職務を遂行し、村長に対しその責に任ずる。 

２ 団長に事故があるときは副団長が、団長及び副団長ともに事故があるときは団長の定め

る順序に従い他の幹部が団長の職務を行う。ただし、この場合、団長が死亡、罷免、退職

又は心身の故障によって、その職務を行うことのできない場合を除いては、副団長、本部

長、分団長、副本部長、副分団長、部長、班長の命免を行うことはできない。 
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（任期） 

第６条 団長、副団長の任期は２年とし、分団長、副分団長、部長（機関長、ラッパ長、救

護長）班長の任期は１年とする。ただし、再選は妨げない。ただし、本部長、副本部長及

び本部班長は、この限りでなくまた役職の重任を妨げない。 

（宣誓） 

第７条 新たに団員となった者（常勤のものを除く。）は、その任命権者の面前において、

別記様式宣誓書に署名してからでなければその職務を行ってはならない。 

（水、火災その他の災害出動） 

第８条 消防車が災害現場に赴くときは、交通法規の定める走行粁に従うとともに、正当な

交通を維持するため必要なサイレンを用いなければならない。ただし、引揚の場合の警戒

信号は、鐘又は警笛による。 

第９条 災害出動又は引揚の場合に消防車に乗車する責任者は、次の事項を厳守しなければ

ならない。 

(１) 責任者は、機関担当者の隣席に乗車すること。 

(２) 消防車の機関員は、技術の最も優秀なものに担当させること。 

(３) 病院、学校、劇場等の前を通過するときは、事故を防止する警戒信号を用いること。 

(４) 団員並びに消防職員以外の者を消防車に乗車させないこと。 

(５) 消防自動車には過剰乗車させないこと。 

(６) 消防車は、一列縦隊で安全な距離を保って走行すること。 

(７) 前行消防車の追越信号のある場合のほかは、走行中追い越さないこと。 

(８) その他交通法規を遵守するほか、乗務員を指揮して事故の防止に努めること。 

第10条 消防団は村長の許可を得ないで、村の区域外の水、火災そのほかの災害現場に出動

してはならない。ただし、出動の際は、管轄区域内であると認められたにもかかわらず、

現場に近づくに従って管轄区域外と判明したときは、この限りでない。 

（消火及び水防等の活動） 

第11条 水、火災その他の災害の現場に到着した消防団は、設備機械器具及び資材を最高度

に活用して、生命、身体及び財産の救護に当たり、損害を最小限度に止めて、水、火災の

防ぎょ及び鎮圧に努めなければならない。 

第12条 消防団が水、火災その他の災害現場に出動した場合は、次の事項を遵守しなければ

ならない。 

(１) 消防団長の指揮の下に行動すること。 

(２) 消防作業を真剣に行うこと。 
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(３) 放水口は最大限度に使用し消火作業に収めるとともに、火災の損害及び濡損を最小

限度に止めること。 

(４) 分団は、相互に連絡協調すること。 

第13条 水、火災その他の災害現場において、死体を発見したときは、責任者は村長に報告

するとともに、警察職員又は検視員が到着するまで、その現場を保存しなければならない。 

第14条 水、火災その他の災害の現場にある責任者は、次の措置を講じなければならない。 

(１) 災害の状況を逐次村長に報告すること。 

(２) 火災の現場においては、原因の調査に必要な現場保存に努めること。ただし、放火

の疑いある場合は、直ちに村長及び警察職員に通報するとともに事件は慎重に取扱い、

公表は差し控えること。 

(３) 村長の命があった場合は、火災原因の調査を行うこと。 

（文書簿冊） 

第15条 消防団には、次の文書簿冊を備え、常にこれを整理しておかなければならない。 

(１) 団員名簿 

(２) 沿革誌 

(３) 日誌 

(４) 出動名簿 

(５) 教養訓練実施簿 

(６) 設備資材台帳 

(７) 区域内2,500分の１の全図（交通、水利、不燃性及び主要建物を記載したもの最低３

枚） 

(８) 地理、水利要覧 

(９) 給貸与品台帳 

(10) 諸令達綴 

(11) 災害報告綴 

(12) 消防法規例規綴 

(13) 火災予防査察綴 

(14) 雑書綴 

（設備資材） 

第16条 消防団は、次の設備資材を備え、常に使用し得る状態におかねばならない。 

(１) 消防団旗 

(２) まとい 

(３) 消防団員の詰所の設備 



 

 41 

(４) 通信及び信号設備 

(５) 消防ポンプ 

(６) 機械器具置場 

(７) 水防資材置場及び水防資材 

(８) 提灯、照明具及び標識旗 

(９) メガホン、サイレン、ラッパ、その他警報用具 

(10) 警鐘 

(11) 水管車 

(12) 運搬用消火器 

(13) 水桶 

(14) 梯子 

(15) 破壊器具、とび口、刺又、斧、掛矢、鋸、ロープ、円ぴの類 

(16) 救助袋、救助幕 

(17) 救急用薬品類 

(18) 担架 

(19) 天幕 

(20) 工作器具 

(21) 消防団服 

(22) 図板、巻尺、折尺、磁石 

(23) 簡易風速計、湿度計 

(24) その他消防上必要なもの 

（教養及び訓練） 

第17条 団員は、団員の品位の陶冶及び実施に役立つ技能の練磨に努め、定期的にこの訓練

を行わなければならない。 

（年次計画） 

第18条 団長は、消防業務につき、次により年次計画を樹て団員に周知させなければならな

い。 

(１) 団員の招集方法及び場所 

(２) 本村の火災、水災の防ぎょ予定録 

(３) 水利計画及び水防統制地区の指定 

(４) 水災危険区域と水防資材の収集計画 

(５) 予防査察及び危険物取締計画 

(６) 応援計画 
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（表彰） 

第19条 村長は、消防団又は団員がその任務遂行に当たって功労特に抜群である場合、これ

を表彰することができる。 

２ 前項のほか、必要により団員については団長が表彰することができる。 

第20条 前条の表彰は、次の２種とする。 

(１) 賞詞 

(２) 賞状 

２ 賞詞は団員に、賞状は消防団に対して授与する。 

第21条 村長が次に掲げる事項について、功労があると認められる者又は団体に対して感謝

状を授与することができる。 

(１) 水、火災の予防又は鎮圧 

(２) 消防施設強化拡充についての協力 

(３) 水、火災の現場等における人命救助 

(４) 消防団の消防活動に対してなした協力 

（訓練、礼式及び服制） 

第22条 団員の訓練、礼式及び服制は、消防庁の定める準則によるほか、必要な事項は、別

に定めるところによる。 

附 則 

１ この規則は、昭和44年12月11日から施行する。 

２ 昭和23年３月31日規則第５号の規則は、廃止する。 

附 則（昭和50年12月24日規則第10号） 

この規則は、昭和51年１月１日から施行する。 

附 則（昭和56年12月31日規則第５号） 

この規則は、昭和57年１月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月24日規則第14号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月17日規則第１号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月19日規則第５号） 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

機関班 救護班 

第１分団 
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第１班（落合を除く大河原全域）、第２班（落合及び鹿塩全域） 

別記様式（省略） 
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資料 04-2 協定書等一覧 

 

協定名 協定年月日 目的 相手方 

災害時における飯伊 18市町村と

飯田郵便局並びに飯田市・下伊那

郡特定郵便局との相互応援協定 

平成９年９月１日 
飯田市及び下伊那地域の郵便局が相互に他力して

必要な応急対策等を円滑に遂行するため 

飯伊広域行政組合長 田中 秀典 

飯田郵便局長    菅沼 進 

飯田市・下伊那地域特定郵便局代表 

   龍江郵便局長 嶋岡 史農夫 

下伊那郡町村会長  近藤 和夫 

災害時の医療救護についての協定 平成 15年 11月１日 医療救護に対する協力に関し必要な事項を定める 

飯伊地区包括医療協議会長  蟹江 孝之 

飯田下伊那医師会長     唐澤 弘文 

飯田下伊那歯科医師会長   加藤 進 

飯田下伊那薬剤師会長    遠山 逸雄 

立会人 南信州広域連合長  田中 秀典 医療救護活動実施細目 平成 15年 11月１日 
災害時の医療救護についての協定に基づき実施の

細目を定める 

南信州広域連合関係市町村災害時

消防相互応援協定 
平成 18年１月 13日 

広域連合内の被災市町村に対し、応援活動を行う

ための協定。 
南信州広域連合他 15市町村 

大規模土砂災害等に備えた相互協

力に関する協定 
平成 23年３月２日 

隊規模土砂災害等の発生時における減災活動や災

害対応等を円滑に進めるため、相互に協力するこ

とに関して必要事項を定める。 

長野県駒ケ根市上穂南７番 10号 

国土交通省 中部地方整備局 

天竜川上流河川事務所 

所長 草野 愼一 

災害時の情報交換に関する協定 平成 23年３月 30日 

重大な災害が発生し又は発生のおそれのある場合

において、整備局長及び村長が必要とする各種情

報交換について定め、もって、適切な災害対処に

資することを目的とする。 

名古屋市中区三の丸２丁目５番地１号 

国土交通省 中部地方整備局長 

富田 英治 

長野県市町村災害時相互応援協定 平成 23年 12月 16日 

県内の市町村において災害が発生し、被災市町村

独自では十分に被災者の救援等の応急措置が実施

できないと認められるとき、市町村相互の応援に

長野県地域 
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協定名 協定年月日 目的 相手方 

よる応急措置を円滑に遂行するため 

長野県市町村災害時相互応援協定

実施細則 
平成８年４月１日 

長野県市町村災害時相互応援協定の実施に関し必

要事項を定める 

災害時における LPガスに係る協

力に関する協定 
平成 26年３月４日 

災害時に LPガスの供給に関する協力について必

要事項を定める 

長野県飯田市鼎切石 4625番地１ 

長野 LP協会飯伊支部 

支部長 尾澤 英治 

長野県中野市中御所１丁目 16番 13号 

一般財団法人長野県 LPガス協会 

会長 小林 芳夫 

三遠南信災害時相互応援協定 平成 26年 11月１日 
三遠南信地域に災害が発生したとき、各都市相互

の応援による応急措置等を円滑に遂行するため 
三遠南信地域 

中部伊那町村消防相互応援協定 平成 28年１月 19日 

中部伊那町村の消防力を活用して該当火災による

住民の生命、身体及び財産を保護し、住民の安寧

秩序を保持する。 

飯島町長 下平洋一 

中川村長 曽我逸郎 

松川町長 深津 徹 

立会人 

飯島町消防団長 塩澤正登 

中川村消防団長 山岸俊弘 

松川町消防団長 宮澤武彦 

大鹿村災害緊急放送に関する協定 平成 29年７月４日 
緊急放送を通じて被害予防と軽減を図り、村民生

活の安全安心の確保に寄与する 

飯田市常磐町 41 

飯田エフエム放送株式会社 

代表取締役社長 小池 孝司 
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資料 04-3 様式（県及び近隣市町村への応援要請） 

殿

年　　　　月　　　　日　　

災害対策本部長

年　　　　月　　　　日　　　　時　　　　分より

年　　　　月　　　　日　　　　時　　　　分まで

従 事 期 間

応 援 要 請 書

要 請 理 由

応 援 を 必 要 と す る 部 ・ 係

応 援 を 必 要 と す る 人 員

従 事 事 務 内 容
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資料 04-4 様式（指定行政機関に対する派遣要請） 

殿

年　　　　月　　　　日　　

災害対策本部長

  年　　　　月　　　　日　　　　時　　　　分より

  年　　　　月　　　　日　　　　時　　　　分まで

そ の 他 の 必 要 事 項

派 遣 要 請 書

派 遣 を 必 要 と す る 理 由

派 遣 を 必 要 と す る

職 員 の 職 種 別

派 遣 さ れ る 職 員 の

給 与 及 び 勤 務 条 件

派 遣 を 必 要 と す る 期 間

派 遣 を 必 要 と す る 職 員 数
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資料 04-5 様式（自衛隊派遣要請） 

　長野県知事 殿

年　　　　月　　　　日　　

災害対策本部長

区 域 作 業 箇 所 作 業 の 内 容

人 員 車 両 ・ 航 空 機 等 資 材 等

人

台

台

台

連 絡 場 所 連 絡 責 任 者 宿泊施設の状況

陸 上 自 衛 隊 派 遣 要 請 書

災 害 の 状 況 及 び

派 遣 を 必 要 と す る 理 由

派 遣 を 必 要 と す る 期 間

派 遣 を 希 望 す る 区 域

作 業 箇 所 及 び 作 業 内 容

そ の 他 の 必 要 事 項

連 絡 場 所 、 連 絡 責 任 者

宿 泊 施 設 の 状 況

  自　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　（　　　　　　日間）

  至　　　　　　年　　　　月　　　　日

派 遣 を 希 望 す る 人 員

車 両 、 航 空 機 、 資 材 等
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資料 04-6 様式（長野県消防防災航空隊出動要請） 

１

２

３

４

５

℃

６

７

８

９

11

12 機

１

２ 時 分

３

４

長　野　県　消　防　防　災　航　空　隊　出　動　要　請　書

指揮者名

無線機別

必 要 資 機 材

航空隊指揮者

コ ー ル サ イ ン

到着予定時間

活動予定時間

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　（　　　　曜日）

時間 分

ＦＡＸ

時　　　　　分頃

要 請 日 時

他の航空機の
活 動 要 請

平成

及　 び

ｍ

ｍ／ｓ

天候

気温

※　以下の項目については、航空隊で出動可否を決定後連絡します。

緊急直通電話

（　　　　　　　　　　　　　警報 ・ 注意報）

（高　　　　　　ｍ）　　風向

平成　　　　年　　　　月　　　　日 午前 ・ 午後

番地

救助 救急 空中消火 偵察 物資輸送 傷病者搬送 他（ ）

雲量

氏　 名

※　その他の特記事項

男　・　女

機数

歳　年　 齢

目 　標

（病院名）

傷 病 者 搬 送
（着陸場所等）

及 　び

目　 標

航 空 隊 担 当 者

0263-85-5513

0263-85-5511.5512

性　 別

（1）救　 　急　 　　（2）救 　　助　　 　（3）火 　　災　 　　（4）災害応急　　 　（5）その他

発信者TEL

機関名

10

無線種別　（全国波 ・ 県波 ・ 市町村波）

現場指揮本部　（車）　　 呼出名　 （コールサイン）

出勤先

所在地

（病院名）

搬送先

所在地

（ 現 場 ）

傷 病 者 等

傷 病 名 ・ 症 状

視程

風速

所属 ・ 職名 ・ 氏名

気 象 条 件

（ 現 場 ）

現 場 指 揮 者

通 信 手 段

（ 発 生 時 間 ）

（ 事 故 概 要 ）

（ 目 標 ）

（離着陸場所）

（有 ・ 無）

（全国波 ・ 県内波）　　　　　コールサイン

航 空 隊 受 信 時 間 時　　　分現在

要 請 機 関 名

災 害 種 別

要 請 内 容

発 生 場 所
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05 緊急輸送関係 

資料 05-1 ヘリポート一覧 

 

ヘリポート 住所 備考 

① 大鹿村役場 大鹿村大河原 354   専用 

② 
大西公園 

大鹿村大河原 4340 駐車場 
兼用 

③ 大鹿村大河原 4332-2 総合グラウンド 
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資料 05-2 ヘリポート位置図 
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資料 05-3 様式（緊急通行車両確認） 

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　

氏 名

目 的 地

備 考

出 発 地

住 所

（　　　）　　　　局　　　　番

通 行 日 時

通 行 経 路

年　　　　月　　　　日　　

番号標に表示されて
いる番号

長 野 県 公 安 委 員 会 殿

緊 急 通 行 車 両 確 認 申 出 書

車両の用途（緊急輸
送を行う車両にあっ
ては、輸送人員又は
品名）

使 用 者
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06 避難収容関係 

資料 06-1 指定避難所一覧 

収容可能人数は 4㎡/1人 

施設名 所在地 部屋名 面積 合計 収容人数 電話 

大鹿小学校 
大鹿村 

大河原 476-10 

体育館 832 ㎡ 

1,642 ㎡ 411 
0265- 

39-2020 
食堂 162 ㎡ 

教室等 648 ㎡ 

大鹿中学校 
大鹿村 

鹿塩 2952 

体育館 832 ㎡ 

1,446 ㎡ 362 
0265- 

39-2220 
食堂 221 ㎡ 

教室等 393 ㎡ 

大鹿村交流センター 
大鹿村 

大河原 391-2 

ホール 326 ㎡ 

453 ㎡ 113 
0265- 

39-2100 
大広間 86 ㎡ 

小広間 41 ㎡ 

鹿塩地区館 
大鹿村 

鹿塩 2610 

ホール 233 ㎡ 

334 ㎡ 84 
0265- 

39-2200 
大広間 77 ㎡ 

小広間 24 ㎡ 

道の駅 

「歌舞伎の里大鹿」 

大鹿村 

大河原 390 

食堂 153 ㎡ 
229 ㎡ 57 

0265- 

39-2844 休憩スペース 76 ㎡ 

 

 

 



 

 55 

資料 06-2 自治会避難所一覧 

 

自治会 避難場所 

落合 落合公会堂 母子保健センター   

下青木 下青木公会堂     

上青木 上青木集会所 引の田公園 上青木消防詰所 

北の原 北の原集会所     

釜沢 釜沢集会所前 宇佐八幡社前   

上蔵 上蔵集会所 野々宮神社   

沢戸 沢戸集会所     

上市場 上市場集会所     

下市場一 上 中市組集会所 香松寺   

下市場一 中 香松寺 大磧神社 JA大鹿事業所 

下市場二 本 大鹿小学校 大磧神社   

下市場二 大 大鹿小学校 JA大鹿事業所 香松寺 

清水 清水集会所     

文満 松平神社 大鹿保育所 道の駅 

中尾 中尾集会所     

文満団地 交流センター 道の駅   

        

河合 鳥倉線(かじや上)     

塩河 市場神社 塩河公会堂 授産所鹿塩分場 

西 鹿塩地区館 塩泉院 大鹿中学校 

塩原 大鹿中学校 塩原公会堂   

大栗 大栗集会所     

中峰 中峰集会所 するぎ農園 東部地区館 

梨原 東部地区館 梨原公会堂   

沢井 沢井集会所     

入沢井 入沢井集会所     

北入一 ゲートボール場 柳島八幡様前   

北入二 北入二公会堂 薬師堂   

 

 



 

 56 

資料 06-3 様式（避難所の設置及び収容状況） 

避 難 所 名 所 在 地 種 別 開 設 期 間 実 人 員 開 設 日 数 延 人 員

人　 日間　 人　

既存建物

野外仮設

１）　「種別」欄は、既存建物の場合と野外仮設に区分すること。
２）　「計」欄には、既存建物利用場合と野外仮設の場合の区分別に合計しておくこと。

避 難 所 の 設 置 及 び 収 容 状 況

計

　　　　　　月　　　　　日から

　　　　　　月　　　　　日まで

　　　　　　月　　　　　日から

日間　　　　　人　　

　　　　　　月　　　　　日まで 日間　　　　　人　　
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07 通信・放送関係 

資料 07-1 県防災行政無線番号表 

（下伊那地区衛星系 電話番号） 

 

 

 

名称 無線局番号 部署 電話番号 

県    

長野県庁 231 危機管理部 消防課  

   課長 5201 

   企画幹 5202 

   消防係 5204 

    5229 

    5205 

    5206 

   無線通信係 5212 

    5213 

   防災ＦＡＸ 8739 

  危機管理部 危機管理防災課  

   課長 5211 

   防災専門員 5203 

   危機管理係、防災係 5214 

    5208 

    5225 

    5209 

    5210 

   防災ＦＡＸ 829241 

    8741 

各市町村       

飯田市 441 総務部交通防災課（宿直室） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

松川町 452 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

高森町 451 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

阿南町 471 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

防災行政無線電話のかけ方　（県内の県機構や市町村にかける場合）

　【衛星系】
８１－無線局番号－内線番号
　（例）　長野県庁消防課にかける場合　衛星系：８１－２３１－５２１３
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名称 無線局番号 部署 電話番号 

阿智村 432 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

平谷村 462 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

根羽村 463 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

下條村 433 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

売木村 464 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

天龍村 472 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

泰阜村 434 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

喬木村 444 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

豊丘村 443 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

大鹿村 454 総務課（宿直室切替） 79 

   防災ＦＡＸ 76 

消防本部       

飯田広域消防本部 455 消防本部 62 

   警防課 61 
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資料 07-3 屋外子局等一覧 

 

識別信号 住所 備考 

こうほうおおしか 大鹿村大字 大河原３５４ 
基地局 

屋外子局 

こうほうみなやま 大鹿村大字 大河原５１７７－１ 再送信 

こうほうきたのばら 大鹿村大字 大河原５０６３－エ―２ 再送信 

ぎないじ 大鹿村大字 鹿塩３９３７ 屋外子局 

こしお 大鹿村大字 鹿塩４１６６－７ 屋外子局 

おおぐり 大鹿村大字 鹿塩３３７９－１ 屋外子局 

しおばら 大鹿村大字 鹿塩２９３０－４ 屋外子局 

しおがわ 大鹿村大字 鹿塩４３７－１ 屋外子局 

なかみね 大鹿村大字 鹿塩８０３－３ 屋外子局 

なしはら 大鹿村大字 鹿塩１３１４－１ 屋外子局 

さわい 大鹿村大字 鹿塩１９９８－ロ 屋外子局 

いりさわい 大鹿村大字 鹿塩２２４０－イ 屋外子局 

かわい 大鹿村大字 鹿塩７１ 屋外子局 

なかお 大鹿村大字 大河原３９５５ 屋外子局 

しみず 大鹿村大字 大河原３３２８－２ 屋外子局 

ぶんまん 大鹿村大字 大河原３８９ 屋外子局 

しもいちば 大鹿村大字 大河原４７５９－６８ 屋外子局 

さわど 大鹿村大字 大河原２８２２－２ 屋外子局 

わぞ 大鹿村大字 大河原２２７５－２ 屋外子局 

かまさわ 大鹿村大字 大河原２５０５ 屋外子局 

しもあおき 大鹿村大字 大河原１２７３ 屋外子局 

ひきのた 大鹿村大字 大河原１６１１－１ 屋外子局 

かみあおき  大鹿村大字 大河原１４５３ 屋外子局 

 



 

 60 

資料 07-4 移動系無線一覧 

 
 呼び出し 場所 出力 周波数 備考 

基地 おおしかむら 大鹿村役場   153.77MHｚ   

基地 おおしかしょうぼうほんぶ 大鹿消防   153.77MHｚ   

移動 おおしか 5 役場車載 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 6 教育委員会車載 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 101 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 102 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 103 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 104 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 105 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 9 スクールバス 10W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 200 交流センター 10W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 1 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 2 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 3 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 4 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 7 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 8 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 106 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 107 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 108 役場携帯 5W 153.77MHｚ   

移動 おおしか 109 診療所携帯 5W 153.77MHｚ   

  
     

デジタル簡易

無線 
 機種 出力 周波数 

  大鹿村 1 

ⅰCOM 5W 

351.2MHｚから 

351.38125MHｚまで 

  

6.25ｋHz間隔の周波

数 

30波 

  大鹿村 2 

  大鹿村 3 

  大鹿村 4 

  大鹿村 5 

  大鹿村 6 
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資料 07-5 災害情報の伝達・広報文例 

 

１．震度５弱以上の地震が発生した場合 

  （その１）発生直後から 10分ぐらいまで 

  （その２）発生 10分～２時間以内 

  （その３）発生２時間～６時間以内 

  （その４）発生６時間以降    ［地震の被害状況の伝達する場合］ 

２．火災発生の状況を知らせ、安全な避難方向を指示する場合 

３．交通の状況に関する情報を伝達する場合 

４．気象情報を伝達する場合 

５．避難の準備を知らせる場合 

６．避難の指示・誘導を行う場合 

７．救護対策の周知を行う場合 

８．避難収容場所の周知を行う場合 

９．防疫・保健衛生に関する周知を行う場合 

10．東海地震の警戒宣言の発令を伝達する場合 

 

１．震度５弱以上の地震が発生した場合 

  （その１）発生直後から 10分ぐらいまで 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

ただいま大きな地震がありました。 

まず火の元を消して下さい。 

ガスの元栓をしめて下さい。 

電気器具のスイッチもブレーカー切って下さい。 

ふろ場に火の気はありませんか。 

照明には懐中電灯を使って下さい。ガスに引火する場合があります。マッチ、ライター、ろう

そくは使わないで下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

  地方の地震はおさまりました。皆さん、落ち着いて周りを見て下さい。 

地震で一番怖いのは火事です。消し忘れた火はありませんか。 

ガスの元栓はしまっていますか。 

ガラスの破片などでけがをしないよう、スリッパや靴を履いて下さい。 

屋内にいる人は、あわてて外に飛び出さないで下さい。 

もし、ガスのにおいがしたら、メーター部分の元栓をしめて下さい。 

屋外にいる人は、まわりに何もない所にとどまり、様子を見て下さい。 

重大な緊急連絡以外の電話は使用しないで下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

 

３．大鹿村役場からお知らせします。 

  地方の地震はおさまりました。 
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車に乗っている方は、車を左側に寄せて下さい。 

エンジンを切って、とりあえず様子を見て下さい。 

道路の中央は、消防車や救急車が通れるように、必ずあけておいて下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

皆さん、落ち着いて行動して下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

  （その２）10分後以降２時間以内 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

さきほどの地震は「震度 」と発表されました。余震はまだ続いていますので気をつけてくだ

さい。 

ガラスの破片などでけがをしないよう、スリッパや靴をはいて下さい。 

あわてて外へ飛び出さないで下さい。 

自宅が安全な人はそのまま中にいて下さい。 

建物の周りは、ガラスや看板、壁が落ちてくる危険があります。余震に気をつけて下さい。や

むを得ず、外に出るときは、玄関のドアにメモを貼り、行き先が分かるようにしておいて下さ

い。 

壊れた建物のそばや狭い路地を通るときは、屋根瓦に注意して、ブロック塀から離れてなるべ

く道の真ん中を歩いて下さい。 

たれさがった電線には絶対に触れないで下さい。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

  地方の地震はおさまりました。皆さん、落ち着いて周りを見て下さい。 

地震で一番こわいのは火事です。消し忘れた火はありませんか。 

電話はかかりにくくなっています。緊急の電話をかけやすくするために、しばらく電話は使わ

ないで下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

皆さん、落ち着いて行動して下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

３．大鹿村役場からお知らせします。 

さきほどの地震は「震度 」と発表されました。余震はまだ続いていますので気をつけてくだ

さい。 

近所にお年寄りや体の不自由な方だけの家や大人が留守で子供だけの家はありませんか。 

身のまわりが落ち着いたら声をかけてあげて下さい。 

水道は使えますか。水はできるだけ確保して下さい。風呂桶やポリタンク、ペットボトルやビ

ンなどに水を貯めておいて下さい。 

トイレの水は流さないで下さい。タンクの中の水は、生活用水に使うことができます。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

皆さん、落ち着いて行動して下さい。 
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くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

  （その３）発生後２時間～６時間以内 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

さきほどの地震は「震度 」と発表されました。余震はまだ続いていますので気をつけてくだ

さい。 

家族全員にけががないかどうか確かめて下さい。 

小さいお子さんがいる家族はできるだけ一緒にいて、元気づけてあげて下さい。 

ガラスの破片などでけがをしないよう、スリッパや靴をはかせて下さい。 

たとえ大丈夫そうに見えても小さい子供たちは特に注意して見てあげる必要があります。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

さきほどの地震は「震度 」と発表されました。余震はまだ続いています。 

気をつけて下さい。 

近所の人たちを確かめて下さい。 

もし、助けを必要としていれば、手伝ってあげて下さい。 

お年寄りや体の不自由な方だけの家や大人は留守で子供だけの家庭はありませんか。 

身のまわりが落ち着いたら、声をかけてあげて下さい。 

電気器具のスイッチを切ってあげて下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

 

３．大鹿村役場からお知らせします。 

  地方の地震はおさまりました。  地方の地震は「震度 」と発表されました。 

みなさんにしばらくの間、協力いただきたいことは、次のとおりです。 

 ○ 電話は使わない 

 ○ 水は無駄にしない 

 ○ 見物にでかけない 

 ○ 照明スイッチをつけたり消したりしない 

 ○ マッチ、ライター、ろうそくは使わない 

 ○ たばこはしばらく、がまんして下さい 

 ○ その他                         

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

  （その４）発生６時間以降 地震の被害状況の伝達する場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

これまでに分かった被害の状況をお知らせします。 

亡くなった方及び重傷の方は 人です。そのうちわけは、  地区で 人、  地区で 人で

す。 

全壊または半壊した家屋は 棟です。そのうちわけは、  地区で 棟、  地区で 棟です。 
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ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

現在、 内の電気、ガス、水道はすべて供給を停止しています。 

しばらくの間、自治会など地域の人たちとともに対応して下さい。復旧には何日もかかる事が

予想されます。 

重大な緊急連絡の場合以外は、電話は使わないで下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

２．火災発生の状況を知らせ、安全な避難方向を指示する場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

  地域付近で火災が発生し、現在も延焼中です。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

現在  地区の火災は、  方向へ燃え拡がっています。 

  地区及び  地区にいる人は、  方向へ避難して下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

３．交通の状況に関する情報を伝達する場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

これまでに分かった交通情報をお知らせします。 

ＪＲは全て運転を停止しています。現在、線路の点検を実施しており、運転再開にはしばらく

時間がかかるかもしれません。 

これからの放送でひきつづき交通情報をお知らせします。 

またラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

これまでに分かった道路交通情報をお知らせします。 

現在  内の道路（または  通り）は、一般車両の通行が禁止されています。 

自動車の使用はしばらくやめて下さい。 

現在通行中の方は、ラジオの情報及び現場警察官の指示に従って下さい。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待って下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

４．気象情報を伝達する場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

先ほど  県南部に「大雨洪水警報」が発表されました。 
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  県南部では、所々で強い雨が降り、所によっては、１時間に mm を超える強い雨が降る

見込みです。 

このため、河川の増水や低い土地での浸水、土砂崩れは発生する恐れがあります。 

厳重に注意して下さい。 

これからのラジオ・テレビからの情報に注意して下さい。 

村からは新しい情報が入りしだいお伝えします。 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

５．避難の準備を知らせる場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

現在、  地区付近は、  のため危険な状態になりつつあります。（くり返し） 

お年寄りや子供を、安全な  （避難所）へ早めに避難させて下さい。 

いつでも避難できるように準備をして下さい。火の元を消して下さい。 

避難する際の荷物は、背負ったり、肩にかけられる程度の最小限の持ち出し品にとどめ、両手

をあけるようにして下さい。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

避難の用意をして下さい。  地区の火災は、  方向へ広がっています（くり返し） 

飛び火に注意して下さい。 

お年寄りや子供を、安全な  （避難地）へ早めに避難させて下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

６．避難の指示・誘導を行う場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

  地区に対して、避難勧告（指示）が出されました。 

  のため、危険な状況になりつつあります。 

直ちに避難を開始して下さい。 

避難先は  です。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

２．大鹿村役場からお知らせします。 

現在  地域で、床上浸水の被害が出つつあります。 

直ちに避難を開始して下さい。 

付近の役場職員・消防団員は安全な誘導に注意して下さい。 

また、近所の人は、お互いに助け合って避難して下さい。 

  地域の方の避難先は  です。 

火の元を消して早く避難して下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 
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３．大鹿村役場からお知らせします。 

ただいま  地区一帯に避難勧告が出されました。 

風向きが悪いため、  付近も危険です。 

急いで  に避難して下さい。 

役場職員及び警察官や消防団員の指示に従って、落ち着いて避難して下さい。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

７．救護対策の周知を行う場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

負傷者の救護所は、  、  ・・・・に設置されました。 

自分たちで処置できないケガの方は、  、  ・・・・救護所に連れていってください。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

８．避難収容場所の周知を行う場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

避難所の設置場所に関してお知らせします。 

り災者の避難所が、  、  ・・・・に設置されました。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

９．防疫・保健衛生に関する周知を行う場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

被災された地区の方にお知らせします。 

飲料水は、安全のためハンカチなどの布でこしてください。 

また、５分間程度沸騰させ消毒してください。 

食中毒にならないよう、必ず火を通したものか、食中毒にならないようなものを食べるように

してください。 

熱が出たり、下痢など身体に異常のある方は、すぐ医師の手当を受けてください。 

食中毒症状の時は、保健所または村の相談窓口に連絡してください。 

くりかえして お知らせします。（・・・・・・・） 

こちらは、大鹿村役場です。以上で放送を終わります。 

 

10．東海地震の警戒宣言の発令を伝達する場合 

１．大鹿村役場からお知らせします。 

先程、内閣総理大臣から、大規模地震の警戒宣言が発令されました。 

これは、警戒宣言ですから、すぐに地震が起こるとは限りません。 

みなさん、次のことを必ず守ってください。 

第一に、ラジオやテレビの放送に注意して正確な情報をつかんでください。 

第二に、火の使用を自粛してください。 

第三に、飲料水、食糧、また救急医薬品、貴重品など確かめ、準備してください。 
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みなさん、慌てることはありません。 

警戒本部を設置し対策に全力を尽くしています。 

落ち着いて  や自治会の指示に従って行動してください。 
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資料 07-6 大鹿村無線施設設置及び管理に関する条例 

 

平成２年３月15日条例第18号 

改正 

平成７年５月12日条例第２号 

平成18年６月20日条例第15号 

大鹿村無線施設設置及び管理に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、大鹿村無線施設の設置及び管理に関し、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

（設置） 

第２条 山村の情報連絡網の整備を図るとともに住民の生活の環境整備を維持するため大鹿村無

線施設（以下「無線施設」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第３条 無線施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 大鹿村同報無線施設 

位置 無線親局 大鹿村役場 

中継局 大鹿村南山 

再送信局 大鹿村北の原 

遠隔制御局 村長が指定した位置 

無線野外局 村長が指定した位置 

無線個別受信機 全戸 

（業務の内容） 

第４条 第２条の設置の目的を達成するため電波関係法令に従い次の業務を行う。 

(１) 農林業、生活関係事項の情報連絡 

(２) 非常災害予防及び気象予報の伝達 

(３) 行政広報及び推進に関する事項の伝達 

(４) 非常災害その他緊急事項の通報及び伝達 

(５) その他村長が必要と認める事項の通達 

（業務の区域） 

第５条 無線の業務を行う区域は、大鹿村全域とする。 

（遠隔制御施設） 

第６条 同報無線施設は、子機として遠隔制御装置を設置する。 

（施設の保全） 
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第７条 無線施設の管理者は、定期又は随時施設の点検を行い常に良好な管理に努めるとともに異

状があったときは、速やかにこれを補修しなければならない。 

２ 無線施設の補修は、村長が指定する以外の者がこれを行うことができない。 

（受信料又は維持費） 

第８条 受信施設の受信料は、無料とする。ただし、維持管理費として別に定める金額を徴収する

ものとする。 

（受信施設の設置及び修理費等） 

第９条 受信者は、受信施設の修理又は移転を行った場合は、修理又は移転に要した費用は受信者

が負担するものとする。 

（委任） 

第10条 この条例の施行に関し、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年５月12日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年６月20日条例第15号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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08 災害救助法関係 

資料 08 災害救助法による救助の基準 

（平成 28 年４月 28 日現在） 

救助の種類 対 象 費用の範囲 費用の限度額 期間 備 考 

避難所設置 現に被害を受け、

または被害を受け

るおそれのある者 

避難所の設置・維

持・管理運営経費

（賃金、消耗器材

費、建物の使用謝

金、備品等の使用謝

金・購入費、燃料費） 

【基本額】 

１人１日当たり 

320 円以内 

【加算額】 

○冬期（10月～３月）加算 

○高齢者等を収容する福祉

避難所を設置した場合は当

該地域の通常実費を加算 

災害発生の日

から７日以内 

１ 避難所設置費に

は天幕借上、仮設便所

設置費等一切の経費

を含む 

２ 輸送費は別途計

上 

応急仮設住宅

の供与 

住家が全壊（焼）・

流失し、居住する

住家がない者で自

らの資金では住宅

を得ることができ

ない者 

整地費、建築経費

（建築費・附帯工事

費・老人居宅介護事

業等を利用しやす

い構造及び設備を

有する施設の整備

費・賃金・輸送費・

事務費）、リース料、

集会所建築費 

【基準面積】 

１戸当たり 

29.7㎡（９坪） 

【基準額】 

2,660,000 円以内 

【集会所設置費】 

基準額以外で別途定める（住

宅 50 戸以上設置の場合） 

災害発生の日

から 20日以

内に着工→供

与期間は工事

完了日から２

年以内 

１ 全壊等直接被害

がない場合でも対象

となる場合あり 

２ 基準面積及び基

準額は県内総数を上

回らなければ調整可 

３ 実情により輸送

費別途計上 

炊き出しその

他による食品

の給与 

○避難所に収容さ

れた者 

○全半壊（焼）・流

失・床上浸水で炊

事のできない者 

主食費、副食費、燃

料費、雑費（器機使

用謝金または借上

料、消耗品等購入

費） 

１人１日当たり 

1,110円以内 

災害発生の日

から７日以内 

１ 被災者支給分のみ

が対象 

２ 輸送費、賃金は別

途計上 

飲料水の供給 現に飲料水（炊事

用水を含む）を得

ることができない

者 

ろ水器等他給水に

必要な機械器具の

借上・修繕・燃料費、

浄水用の薬品及び

資材費 

当該地域における通常の実

費 

災害発生の日

から７日以内 

輸送費、賃金は別途計

上 

被服寝具その

他生活必需品

の給（貸）与 

全半壊（焼）、流失

床上浸水、船舶の

遭難等により被服

等生活必需品を喪

失し、直ちに日常

生活を営むことが

困難な者 

被服・寝具、身のま

わり品、炊事用具、

日用品、光熱材料 

別表の範囲内 

災害発生日により限度額を

区分 

夏期（４～９月） 

冬期（10～３月） 

災害発生の日

から 10日以

内 

１ 備蓄物資の価格

は当該地域の時価に

よる 

２ 現物給付に限る 

医療 応急的に医療を必

要とするが、災害

により医療の途を

失った者 

診察、薬剤または治

療材料、処置・手術

その他の治療・施

術、病院または診療

所への収容、看護 

１ 救護班 

使用した薬剤治療 

材料・医療器具修繕費等の実

費 

２ 病院・診療所 

国民健康保険の診療報酬

の額以内 

３ 施術者 

当該地域における協定料

金の額以内 

災害発生の日

から 14日以

内 

１ 原則、救護班が現

地により処置 

２ 救護班では治療

困難な重傷患者等が

ある場合または救護

班の到着を待つこと

のできない急迫して

いる場合は医療機関

で処置 

３ 患者等の移送費

は別途計上 

助産 災害発生の日以前

または以後７日以

内に分娩した者で

災害のため助産の

途を失った者（死

産、流産を含む） 

分娩の介助、分娩前

後の処置、脱脂綿・

ガーゼその他の衛

生材料 

１ 救護班 

使用した衛生材料等の実

費 

２ 助産師 

慣行料金の 100 分の 80以

内の額 

分娩した日か

ら７日以内 

１ 救護班のほか助

産婦・産院・一般医療

機関による実施も可 

２ 妊婦等の移送費

は別途計上 
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救助の種類 対 象 費用の範囲 費用の限度額 期間 備 考 

災害にかかっ

た者の救出 

○現に生命、身体

が危険な状態にあ

る者 

○生死不明の状態

にある者 

舟艇その他救出の

ための機械器具等

の借上費、修繕費及

び燃料費 

当該地域における通常の実

費 

災害発生の日

から３日以内 

１ 明らかに生存し

ている者を除き、原則

４日以降は死体の捜

索として扱う 

２ 輸送費、賃金は別

途計上 

災害にかかっ

た住宅の応急

修理 

住家が半壊（焼）

し、そのままでは

当面の日常生活を

営むことのできな

い者で、自らの資

力により応急処理

をすることができ

ない者 

居室・炊事場・便所

等日常生活に不可

欠な部分の最小限

度の修理費（原材料

費・労務費・材料輸

送費・工事事務費） 

１世帯当たり 

576,000円以内 

災害発生の日

から１ヶ月以

内 

 

学用品の給与 住家の全壊（焼）・

流失、半壊（焼）、

床上浸水により学

用品を喪失・毀損

し、就学上支障の

ある小学校児童及

び中学校生徒

（盲・ろう・養護

学校の小学部児童

及び中学部生徒を

含む） 

教科書（検定済のも

の）、教材（教育委

員会承認済のもの） 

実費 災害発生の日

から１ヶ月以

内 

１ 入進学時の場合

は個々の実情に応じ

給与 

２ 備蓄物資は評価

額 

文房具、通学用品

（運動靴・カバン・

体育着等） 

小学生１人当たり 

4,300円 

中学生１人当たり 

4,600円 

高校生１人当たり 

5,000円 

災害発生の日

から 15日以

内 

埋葬 災害の際死亡した

者の埋葬を実施す

る者に支給 

棺（付属品を含む） 

埋葬（火葬）料、骨

壺・骨箱 

１体当たり 

大人（12才以上） 

210,400円以内 

小人（12才未満） 

168,300円以内 

災害発生の日

から 10日以

内 

風習・宗教等に配慮す

る 

死体の捜索 行方不明の状態に

あり、かつ周囲の

事情により既に死

亡していると推定

される者 

機械器具等の借上

費、修繕費及び燃料

費 

当該地域における通常の実

費 

災害発生の日

から 10日以

内 

輸送費、賃金は別途計

上 

死体の処理 災害に際し死亡し

た者の死体に関す

る処理 

洗浄、縫合、消毒等 １体当たり 

3,400円以内 

災害発生の日

から 10日以

内 

１ 原則、検案は救護

班による 

２ 輸送費・賃金は別

途計上 

一時保存 ○既存建物借上 

通常の実費 

○野外仮設 

１体当たり 

5,300円以内 

○ドライアイス等購入費を

要する場合は当該地域の通

常実費を加算 

検案 当該地域の慣行料金の額以

内 

障害物の除去 居室、炊事場、玄

関等に障害物が運

び込まれたため生

活に支障があり、

自らの資力により

応急処理をするこ

とができない者 

除去に必要な機械

器具等の借上賃輸

送費及び賃金 

１世帯当たり 

134,800円以内 

災害発生の日

から 10日以

内 

限度額は市町村内の

平均額が限度額内で

あれば調整可。市町村

相互間は調整不可 

輸送費 

 

賃金職員等雇

上費 

１ 被災者の避難 

２ 飲料水の供給 

３ 医療及び助産 

４ 被災者の救出 

５ 死体の捜索 

輸送または賃金 当該地域における通常の実

費 

救助の種類ご

との実施が認

められる期間

以内 
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救助の種類 対 象 費用の範囲 費用の限度額 期間 備 考 

６ 死体の処理 

７ 救済用物資の

整理配分 

実費弁償 施行令第 10条第１

号から４号までに

規定する者 

（ア）被災者の避難 

（イ）医療及び助産

における移送 

（ウ）被災者の救出 

（エ）飲料水の供給 

（オ）死体の捜索 

（カ）死体の処理 

（キ）救済用物資の

整理、配分及び輸送 

当該地域における通常の実

費 

救助の実施が

認められる期

間以内 

時間外勤務手当及び

旅費は別に定める額 

 

別表 被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与のために支出できる費用 

 

１ 住家の全焼、全壊又は流失により被害を受けた世帯                 （単位：円） 
世帯区分 

季別 
１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

６人以上１人を 

増すごとに加算 

夏季（４～９月） 18,400 23,700 34,900 41,800 53,000 7,800 

冬季（10～３月） 30,400 39,500 55,000 64,300 80,900 11,100 

 

２ 住家の半焼、半壊又は床上浸水により被害を受けた世帯               （単位：円） 
世帯区分 

季別 
１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

６人以上１人を 

増すごとに加算 

夏季（４～９月） 6,000 8,100 12,100 14,700 18,600 2,600 

冬季（10～３月） 9,800 12,700 18,000 21,400 27,000 3,500 
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09 激甚災害指定関係 

資料 09-1 激甚災害指定基準 

（昭和 37 年 12 月７日中央防災会議決定） 

適用すべき措置 激甚災害とされる被害の程度 

法第２章（公共土木

施設災害復旧事業等

に関する特別の財政

援助） 

次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税収入総額×100分の４ 

（Ｂ基準） 

事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税収入総額×100分の 0.2 

かつ次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あるもの 

(1) 都道府県負担事業の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該年度の標準税収入総額 

100分の 25 

(2) 一の都道府県内の市町村負担事業の事業費査定見込総額＞当該都道府県内全市町村の

当該年度の標準税収入総額×100分の 5 

法第５条（農地等の

災害復旧事業等に関

する補助の特別措

置） 

次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の 0.5 

（Ｂ基準） 

事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の 0.15 

かつ次の用件のいずれかに該当する都道府県が 1以上あるもの 

(1) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該年度の農業所得推定額×

100分の４ 

(2) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞10億円 

法第６条（農林水産

業共同利用施設災害

復旧事業費の補助の

特例） 

次の１及び２の要件に該当する災害。ただし、当該施設に係る被害見込額が 5,000万円以

下と認められる場合は除く。 

1 激甚法第５条の措置が適用される激甚災害 

2 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100 分の 1.5 であることにより激甚

法第８条の措置が適用される激甚災害 

法第８条（天災によ

る被害農林漁業者等

に対する資金の融通

に関する暫定措置の

特例） 

次のいずれかに該当する災害。ただし、高潮、津波等特殊な原因による激甚な災害であっ

て、災害の態様から次の基準によりがたい場合は、被害の実情に応じて個別に考慮 

（Ａ基準） 

農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の 0.5 

（Ｂ基準） 

農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100分の 0.15 

かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 

一の都道府県内の当該災害に係る特別被害農業者数＞当該都道府県内の農業を主業とす

る者の数×100分の３ 

法第 11条の２（森林

災害復旧事業に対す

次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 
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適用すべき措置 激甚災害とされる被害の程度 

る補助 林業被害見込額（樹木に係るものに限る。以下同じ。）＞当該年度の全国生産林業所得（木

材生産部門）推定額×100分の５ 

（Ｂ基準） 

林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額×100分の 1.5 

かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 

(1) 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該都道府県の当該年度の生産林業所得（木材生

産部門）推定額×100分の 60 

(2) 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推

定額×100分の１ 

法第 12条、13条、15

条（中小企業信用保

険法による災害関係

保証の特例等） 

次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額（第２次産業及び第３次産業国

民所得×中小企業付加価値率×中小企業販売率。以下同）×100分の 0.2 

（Ｂ基準） 

中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額×100分の 0.06 

かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 

一の都道府県内の当該災害に係る中小企業関係被害額＞当該年度の当該都道府県の中小

企業所得推定額×100分の２ 

ただし、火災の場合又は激甚法第 12 条の適用がある場合の全国中小企業所得推定額に対す

る中小企業関係被害額の割合は、被害の実情に応じ特例措置が講じられることがある。 

法第 16条（公共社会

教育施設災害復旧事

業に対する補助）、

第 17条（私立学校施

設災害復旧事業の補

助）、第 19条（市町

村施行の伝染病予防

事業に関する負担の

特例） 

激甚法第２章の措置が適用される激甚災害。ただし、当該施設に係る被害又は当該事業量が

軽微であると認められる場合は除外 

法第 22条（り災者公

営住宅建設事業に対

する補助の特例） 

次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

滅失住宅戸数＞被災地全域で 4,000戸以上 

（Ｂ基準） 

次の１、２のいずれかに該当する災害 

ただし、火災の場合の被災地全域の滅失戸数は、被害の実情に応じた特例的措置を講ずる

ことがある。 

1 滅失住宅戸数＞被災地全域で 2,000戸以上 

かつ、次のいずれかに該当するもの 

(1) 一市町村の区域内で 200戸以上 

(2)一市町村の区域内の住宅戸数の 10％以上 

2 滅失住宅戸数＞被災地全域で 1,200戸以上 
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適用すべき措置 激甚災害とされる被害の程度 

かつ、次のいずれかに該当するもの 

(1) 一市町村の区域内で 400戸以上 

(2) 一市町村の区域内の住宅戸数の 20％以上 

法第 24条（小災害債

に係る元利償還金の

基準財政需要額への

算入等） 

1 公共土木施設及び公立学校施設小災害に係る措置については激甚法第２章の措置が適用

される災害 

2 農地及び農業用施設等の小災害に係る措置については激甚法第５条の措置が適用される

災害 

上記以外の措置 災害発生の都度、被害の実状に応じ個別に考慮 

 



 

 76 

資料 09-2 局地激甚災害指定基準 

（昭和 43 年 11 月 22 日中央防災会議決定） 

局地激甚災害指定基準 適用すべき措置 

１ 公共施設災害関係 

 当該市町村負担の当該災害に係る公共施設災害復

旧事業等（激甚法第３条第１項第１号及び第３号～第

14 号の事業）の査定事業費の額＞当該市町村の当該

年度の標準税収額×0.5に該当する市町村（当該査定

事業費 1,000万円未満は除外）が１以上ある災害。た

だし、その該当市町村ごとの査定事業費の額の合算額

が、おおむね１億円未満を除く。 

１ 激甚法第 3条第 1項各号に掲げる事業のうち、左の市町

村が当該災害によりその費用を負担するもの及び激甚法

第４条第５項に規定する地方公共団体以外の者が設置し

た施設に係るものについて激甚法第２章の措置。 

２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可された公共土

木施設及び公立学校施設小災害に係る地方債について激

甚法第 24条第１項、第３項および第４項の措置。 

２ 農地、農業用施設等災害関係 

 当該市町村の区域内の当該災害に係る農地等災害

復旧事業等（激甚法第５条第１項規定の農地農業用施

設及び林道の災害復旧事業）に要する経費の額＞当該

市町村の当該年度の農業所得推定額×100 分の 10 に

該当する市町村（当該経費の額が 1，000 万円未満は

除外）が１以上ある災害。 

 ただし、その該当市町村ごとの当該経費の額の合計

額がおおむね 5,000万円未満を除く。 

１ 左の市町村の区域内で左の市町村等が施行する当該災

害復旧事業に係る激甚法第５条、第６条の措置。 

２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可された農地、農

業用施設及び林道の小災害復旧事業に係る地方債につい

て激甚法第 24条第２項から第４項までの措置。 

３ 林業災害関係 

 当該市町村の区域内の当該災害に係る林業被害見

込額（樹木に係るものに限る。以下同じ。）＞当該市

町村に係る当該年度の生産林業所得（木材生産部門）

推定額の 1.5倍。ただし、当該林業被害見込み額＜当

該年度の全国生産林業所得（木材生産部門） 推定額

×100分の 0.05の場合を除く。 

 かつ大火による災害にあっては、当該災害に係る要

復旧見込み面積＞300haの市町村、その他の災害にあ

っては、当該災害に係る要復旧見込面積＞当該市町村

の民有林面積（人工林に係るものに限る。）×100分

の 25の市町村が１以上ある災害。 

 左の市町村の区域内で、左の市町村等が施行する森林災害

復旧事業に係る激甚法第 11条の２の措置。 

４ 中小企業施設災害関係 

 当該市町村の区域内の当該災害に係る中小企業関

係被害額＞当該市町村の当該年度の中小企業所得推

定額×100 分の 10 に該当する市町村（当該被害額

1,000万円未満は除外）が１以上ある災害。 

 ただしその該当市町村ごとの当該被害額の合算額

がおおむね 5，000万円未満を除く。  

 左の市町村の区域内で中小企業が必要とする当該災害復

旧資金等に係る激甚法第 12条、13条及び 15条の措置。 
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10 被災者等の生活再建支援関係 

資料 10-1 災害弔慰金の支給基準 

（対象となる自然災害） 

１ 大鹿村内で住居が５世帯以上滅失した自然災害 

２ 県内において住居が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 

３ 県内において災害救助法が適用された市町村が１箇所以上でもある場合の災害 

４ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以上ある場合の災害 

（支給対象） 

上記の災害による死亡者（当該災害のやんだ後３ヶ月以上の行方不明者を含む） 

（支給対象遺族） 

死亡当時の配偶者（事実婚を含む）、子、父母、孫、祖父母を対象とする。なお弟姉妹は対

象としない。 

（支給額） 

主たる生計維持者の死亡 5,000,000円 

その他の者の死亡 2,500,000円 

（費用負担） 

国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 ただし県、市町村の負担分は特別交付税で算定される。 

 

 

資料 10-2 災害障害見舞金の支給基準 

（対象となる災害） 

１ 大鹿村内で住居が５世帯以上滅失した自然災害 

２ 県内において住居が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 

３ 県内において災害救助法が適用された市町村が１箇所以上でもある場合の災害 

４ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以上ある場合の災害 

（支給対象） 

上記の災害により精神又は身体に重度の障害（両眼失明、要常時介護、両上肢ひじ関節以上

切断等）を受けた者とする。 

（支給額） 

主たる生計維持者 2,500,000円 

その他の者 1,250,000円 

（費用負担） 

国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 ただし県、市町村の負担分は特別交付税で算定される。 
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資料 10-3 災害援護資金の貸付けの斡旋基準 

 （対象となる災害）         

 ア 大鹿村に災害救助法が適用された場合の災害     

 
イ 県内で自然災害により災害救助法による救助が行われた市町村が１箇所以上ある場

合の災害 
  

 （貸付対象者）      

 上記の災害により負傷又は住居、家財に被害を受けた方    

 （所得制限）      

 前年の総所得金額が次の額以内の世帯に限る。   

 １人 220万円      

 ２人 430万円      

 ３人 620万円      

 ４人 730万円      

 ５人以上 730万円に世帯人員が１人増すごとに 30万円を加算した額   

 住宅が滅失した場合は世帯員の人数に係わらず 1,270万円    

 （貸付対象となる被害と貸付額）     

 世帯主の負傷の程度 被害の程度 貸付限度額 
住居を立て直す等 

特別の事情がある場合 
  

 おおむね１ヶ月以上の 下記以外 150 万円     

 療養が必要な場合 家財の 1/3 以上の損害 250 万円     

   住居の半壊 270 万円 350 万円   

   住居の全壊、滅失 350 万円     

       

 （据置期間）      

 ３年（特別の場合５年）     

 （償還期間）      

 10年（据置期間３年を含む）     

 （利率）      

 年３％（据置期間中は無利子）     

 （財源）      

  
貸付原資の 2/3を国庫負担、1/3を県負担 
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資料 10-4 様式（被災証明申請書） 

  

被 災 内 容

被 災 年 月 日

災 害 の 種 別

　 風 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地　震 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

火　災 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

被 災 箇 所

備　考

平成　　　年　　　月　　　日

上記のとおり被害を蒙ったことを証明願います。

被　災　証　明　申　請　書

松　川　町　町　長　様

申請人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請人氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

 　平成　　　 年       月       日  （       ） ～      日　（        ）

　 午前　　　　　　　　　　　　   午前
　                     時    ～　               時にかけて
　 午後　                         　午後

台　 風　　　        号

　　　　　　　　　　　　　　　      床上          ㎝
 　雨　　　　　 浸水の場合  
　　　　　　　　　　　　　      　　床下　        ㎝

　家 　屋　　（居間 ・ 台所 ・ 風呂場 ・ その他）

　　　　　　　　 合　 計　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

　店 　舗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡

　その他

　事務所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡

　工　 場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡

 

大鹿村村長  様 
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資料 10-5 様式（被災証明書） 

被 災 内 容

被 災 年 月 日

災 害 の 種 別

　 風 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地　震 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

火　災 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

被 災 箇 所

備　考

　　　　　上記のとおり被害を蒙ったことを証明いたします。

平成　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　松川町町長

　事務所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡

　工　 場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡

　店 　舗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ㎡

　その他

　家 　屋　　（居間 ・ 台所 ・ 風呂場 ・ その他）

　　　　　　　　 合　 計　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　　　　　      　　床下　        ㎝

住　 所

台　 風　　　        号

　　　　　　　　　　　　　　　      床上          ㎝
 　雨　　　　　 浸水の場合  

　                     時    ～　               時にかけて
　 午後　                         　午後

 　平成　　　 年       月       日  （       ） ～      日　（        ）

　 午前　　　　　　　　　　　　   午前

被　　災　　証　　明　　書

申請人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請人氏名  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
大鹿村村長 
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資料 10-6 様式【り災都市借地借家臨時処理法申請様式】 

４　　その他

２　　り災土地中借地の比率

３　　り災家屋中借地の比率

を申請します。

（１）　り災戸数（全壊（焼）、流出、その他）

（２）　り災地帯

り災都市借地借家臨時処理法の申請について

のとおりであり、り災地域の借地借家の権利関係について種々の問題が起こり、住宅

の復旧を阻害する恐れがあると予想されるので、り災都市借地借家臨時処理法の適用

年　　　　月　　　　日発生した　　　　　　　　　　　　　　　による松川町の被害は、

建 設 大 臣 あ て

１　 被害状況

町 長 名

 
 

  

 

による大鹿村の被害は、 
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11 義援金関係 

資料 11 長野県災害義援金配分委員会会則 
 

（目的） 

第１条 本委員会は災害により被害を受けた被災者を救援するため、長野県における災害

義援金の配分に関する業務を総合的かつ有機的に実施することを目的とする。 

 

（名称） 

第２条 本委員会は長野県災害義援金配分委員会（以下「委員会」という）と称する。 

 

（所掌事務） 

第３条 委員会は次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 被災者に寄せられた義援金を受け付けた機関から、委員会に引き継がれた義援金の保管及

び配分に関すること。 

(2) その他必要な事項 

 

（組織等） 

第４条 委員会は、第１条の目的に賛同し、協力する次の機関または団体（以下「構成団

体」という。）をもって組織するが、被害の状況により他の関係機関、団体等を構成

団体に加えることができる。 

(1) 長野県 

(2) 長野県市長会 

(3) 長野県町村会 

(4) 日本赤十字社長野県支部 

(5) 長野県共同募金会 

(6) 長野県社会福祉協議会 

(7) ＮＨＫ長野放送局 

 

（委員） 

第５条 委員会は前条の構成団体から選出された委員をもって構成する。 

２  委員は会議に出席し事案を協議する。 

 

（委員長等の職務） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２  委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３  副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代行する。 

 

（監事） 

第７条 委員会に監事２名を置く。 

２  監事は、義援金等に関する会計を監査する。 

 

（会議） 

第８条 委員会の会議は委員長が招集し、委員長が議長となる。 

 

（事務局） 

第９条 委員会の事務を処理するため、長野県危機管理部危機管理防災課（災害対策本部

室）に事務局を置く。 

 

（意見の聴取） 
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第 10 条 委員会は第１条の目的を達成するため、必要に応じて防災関係機関等から意見

を求めることができる。 

 

（附則） 

この会則は、平成○年○月○日から実施する。 
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年　　　　月　　　　日　　

殿

調 査 員

地 域 箇 所 数

箇所

箇所

箇所

箇所

１）　調査箇所については、地域と項目別に箇所数を記入する。
２）　異常箇所及び必要措置について多数ある場合は、総括的なことを記入し、別紙に詳細をまとめて報告する。

危 険 箇 所 調 査 報 告 書

調 査 期 間 年　　　　　月　　　　　日　～　　　　　年　　　　　月　　　　　日

調 査 箇 所

災 害 危 険 箇 所 に つ い て 調 査 を 実 施 し ま し た の で 、 下 記 の 通 り 報 告 い た し ま す 。

項 目

必 要 措 置

そ の 他

異 常 個 所 状 況

異 常 箇 所

と 状 況

12 その他 

資料 12-1 様式（危険箇所調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 85 

資料 12-2 要配慮者施設避難確保計画（水防法第 15 条の３、
土砂災害防止法第８条の２関係） 

 

国 水 政 第 12 号 

平成 29年６月 19日 

各地方整備局長 

北海道開発局長 

沖縄総合事務局長 

各都道府県知事 

各指定都市の長         殿 

（独）水資源機構理事長 

 

国土交通省水管理・国土保全局長 

 

 

水防法等の一部を改正する法律の施行について 

 

「水防法等の一部を改正する法律」（平成 29年法律第 31号。以下「改正法」という。）は平成 29年

５月 19日に、「水防法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令」（平成 29

年政令第 158号）及び「水防法等の一部を改正する法律の施行に伴う国土交通省関係省令の整備に関す

る省令」（平成 29年国土交通省令第 36号）は、平成 29年６月 14日にそれぞれ公布され、いずれも平

成 29年６月 19日に施行されたところである。 

近年、全国各地で水害が頻発、激甚化する中、平成 27年９月の関東・東北豪雨による被害を受け、

国土交通省では「施設では防ぎきれない大洪水は発生するもの」との考えに立ち、社会全体でこれに備

えるため、ハード・ソフト一体となった「水防災意識社会再構築ビジョン」の取組を進めてきたところ

であるが、平成 28年８月には台風 10号等の一連の台風によって国管理河川の支川や都道府県管理河川

といった中小河川で氾濫が発生し、逃げ遅れによる多数の死者や甚大な経済損失が発生する事態となっ

た。これらの中小河川では、人的、財政的制約がある中で、直ちに堤防整備等のハード対策による対応

を行うことには限界があることから、水害リスク情報の共有や地域一体となった避難確保体制の整備と

いったソフト対策や、既存ストックを活用したハード対策が一層求められているところである。 

今回の改正法は、このような状況を踏まえ、「水防災意識社会再構築」の取組を中小河川も含めた全

国の河川でさらに加速させるものである。 

改正法の施行については、このような趣旨を踏まえ、下記の事項に十分留意して、適切な運用に努め

られるとともに、各都道府県知事におかれては、速やかに関係事項を貴管内関係市町村（指定都市を除

く。）及び水防管理団体に周知方取り計らわれ、水防行政、河川行政及び土砂災害防止行政の運営に万

全を期されるようお願いする。 

また、今回の改正法に合わせ、「水防災意識社会」の実現に向け、緊急的に実施すべき事項について

実効性をもって着実に推進するため、「水防災意識社会再構築に向けた緊急行動計画」を国土交通省と

してとりまとめ、近日中に各都道府県知事及び各指定都市の長等に向けて通知する予定である。 

この計画に基づく取組も一体として、洪水等からの「逃げ遅れゼロ」と「社会経済被害の最小化」を

実現し、先の水害のような被害を二度と繰り返さないための抜本的な対策を推進するようお願いする。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に規定する技術的助言と

する。 

 

 

記 

 

第一 水防法関係 

１ 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画作成等の義務化等（水防法第

15条の３関係） 

（１）改正の趣旨 
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要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置については、各事業法における取組とし

て、例えば、社会福祉施設について「非常災害に関する具体的計画」の策定と避難訓練の実施が

定められるなど（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第 82条の

２）、各個別法及び各事業所管官庁からの通知等により災害時の避難確保や日頃の避難訓練の実

施の推進が図られてきたところである。また、これまでも、浸水想定区域（洪水浸水想定区域、

雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域をいう。以下同じ。）内に位置し、その利用者の洪

水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要があると認められる要配慮者利用施設の名称及

び所在地を市町村地域防災計画に定めることで、当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対

し、利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関す

る計画（以下第一において「避難確保計画」という。）の作成及び避難確保計画に基づく洪水時

等の円滑かつ迅速な避難の確保のための訓練（以下「避難訓練」という。）に係る努力義務が課

されていた（水防法第 15条第１項第４号ロ及び改正前の同法第 15条の３）。 

しかしながら、平成 28年３月末時点で対象となる全国の要配慮者利用施設 31,208施設のうち、

水防法に基づく避難確保計画を作成している施設は未だ 716施設にとどまっている。また、平成

28年８月に発生した台風 10号による豪雨災害では、小本川（岩手県）の氾濫によって高齢者利

用施設が浸水し、その利用者９名が命を落とす痛ましい被害が発生する事態となった。当該施設

では火災についての避難マニュアルは作成されていたものの、各種の洪水発生に関する警報とこ

れに応じて要配慮者がとるべき避難行動等を定めた水害に関する避難計画等は作成されておら

ず、実際、当該施設の管理者は市町村から発令された避難準備情報の意味（要配慮者利用施設の

利用者が避難を開始すべきこと）を理解できていなかった。 

このような状況を踏まえ、改正法では、要配慮者利用施設の利用者の避難の確保を確実なもの

とするため、避難確保計画及びこれに基づく避難訓練の実施を努力義務から義務に改めることと

するものである。 

 

（２）避難確保計画の作成の義務化 

１）対象となる要配慮者利用施設について 

避難確保計画を作成する義務が課される要配慮者利用施設とは、浸水想定区域内に位置する社

会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設であって、

その利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要があると認められるものとして、

市町村防災会議又は市町村長（以下「市町村長等」という。）が市町村地域防災計画にその名称

及び所在地を定めた施設である（水防法第 15条第１項第４号ロ）。 

具体的にいかなる施設を市町村地域防災計画に定めるかは、予想される浸水や施設の構造、利

用状況等の地域の実情を踏まえて各市町村長等において個別具体的に判断していくこととなる

が、例えば、老人福祉施設、有料老人ホーム、認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する

施設、身体障害者社会参加支援施設、障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム、障

害福祉サービス事業の用に供する施設、保護施設、児童福祉施設、障害児通所支援事業の用に供

する施設、児童自立生活援助事業の用に供する施設、放課後児童健全育成事業の用に供する施設、

子育て短期支援事業の用に供する施設、一時預かり事業の用に供する施設、児童相談所、母子・

父子福祉施設、母子健康包括支援センター、病院、診療所、助産所、学校（幼稚園、小学校、中

学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、高等専門学校、高等課程を置く

専修学校）等が想定される。 

また、市町村地域防災計画に定める施設については、浸水想定区域の見直しや要配慮者利用施

設の実態等を踏まえ、適宜適切に見直すよう努められたい。 

 

２）避難確保計画の作成について 

対象となる要配慮者利用施設の所有者又は管理者には、水防法施行規則第 16条の定めるとこ

ろにより、要配慮者利用施設における洪水時等の防災体制に関する事項や洪水時等を想定した訓

練の実施に関する事項を定めた避難確保計画を作成しなければならない義務が課されることに

なる。 

各市町村におかれては、対象となる要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対して、当該施設

を新たに市町村地域防災計画に位置付ける際等に水害の危険性等を説明するなどして防災意識

の向上を図り、主体的な避難確保計画の作成を促すことが望ましい。また、都道府県及び市町村

の関係部局（防災所管部局、民生所管部局等）は避難確保計画の作成や避難訓練の実施について、
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下記１（２）３）に示す①「要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手引き（洪水・内水・

高潮編）」を情報提供することや、同②「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難

計画点検マニュアル」を活用して避難確保計画の内容を指導するなど、連携して積極的に支援を

行うとともに、その作成状況を確認することが望ましい。 

なお、ここでいう「所有者」とは当該要配慮者利用施設について所有権を有する者を、「管理

者」とは当該要配慮者利用施設について法律、契約又は慣習上の管理権を有する者を指すもので

ある。「管理者」のみならず「所有者」にも避難確保計画の作成を求めることができることとし

ているのは、通常、避難確保計画の作成は管理者が行うことが想定されるが、一つの経営主体が

複数の要配慮者利用施設を同一の敷地内に所有する場合、各施設の管理者がそれぞれ存在するこ

とから、複数の要配慮者利用施設を一体として所有者が避難確保計画の作成等を行うことが望ま

しいこともあり得るからである。 

 

３）避難確保計画作成に係る国の支援について 

避難確保計画の作成を支援するため、国土交通省では関係省庁と連携して次の参考資料を提供

している。都道府県及び市町村の関係部局（防災所管部局、民生所管部局等）においてはこれら

も活用して避難確保計画の作成促進に努められたい。 

① 「要配慮者利用施設に係る避難確保計画作成の手引き（洪水・内水・高潮編）」（平成 29

年６月改訂） 

② 「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル」（平成 29年

６月作成） 

また、今後、モデルとなる地区において国土交通省及び関係機関が連携して避難確保計画を検

討・作成し、そこで得られた知見を展開するなど、更なる支援策を講ずる予定である。 

 

（３）避難訓練の実施の義務化 

避難確保計画を作成した要配慮者利用施設の所有者又は管理者には、当該計画の定めるところ

により、避難訓練を実施する義務が課されることになる。避難訓練の具体的な内容は各避難確保

計画の内容によることになるが、洪水予報等の情報の伝達や利用者の避難誘導等に関する訓練を

行うことが望ましい。また、この訓練を実際の避難の際に役立つよう実効性あるものとするため

には、要配慮者利用施設の職員による机上訓練のみならず、同施設の状況も踏まえつつ、できる

限り利用者も参加した実践的な訓練を行うことが望ましい。 

 

（４）市町村長による指示及び公表 

市町村長は、避難確保計画の作成を促進するため、要配慮者利用施設の所有者又は管理者が避

難確保計画を作成していない場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑か

つ迅速な避難の確保を図るために必要があると認めるときは、期限を定めて避難確保計画を作成

することを求めるなどの指示を行うことができる（水防法第 15条の３第３項）。また、要配慮者

利用施設の所有者又は管理者が正当な理由がなくこの指示に従わなかった場合にはその旨を公

表することができる（同条第４項）。 

ここでいう「正当な理由」とは、災害等の天変地異や事件、事故等、指示を受けた要配慮者利

用施設の所有者又は管理者の責によらない事情によって避難確保計画を作成することができな

い場合等、避難確保計画の作成義務を一時的に免除することが社会通念上許容される程度の理由

をいうものである。 

なお、避難確保計画を実効性のあるものとするためには要配慮者利用施設の所有者又は管理者

が主体的にこれを作成することが重要であることに鑑み、この指示や公表を行う際は、当該所有

者又は管理者に対して避難確保計画の必要性について丁寧な説明を行うことが望ましい。 

 

（５）留意事項 

要配慮者利用施設における避難確保について、同施設の職員だけで対応することが難しい場合

には、市町村や消防機関、地域社会等が連携して地域全体で支援する体制を構築することが重要

である。 

このため、各市町村は、避難誘導を援助する消防機関や自主防災組織と要配慮者利用施設の連

携体制の構築を支援することや、自ら避難訓練を主催して要配慮者利用施設や関係機関の参画を
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得ること、要配慮者利用施設が実施する訓練に協力・参画することなどを通じ、地域一体となっ

た要配慮者利用施設の避難確保体制の構築に努められたい。 

 

 

中間 略 

 

 

第三 土砂災害防止法関係 

１ 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画作成等の義務化等（土砂災害

防止法第８条の２関係） 

（１）改正の趣旨 

改正法により、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「土

砂災害防止法」という。）に基づく土砂災害警戒区域（同法第７条）内に存する要配慮者利用施

設であって市町村地域防災計画に名称及び所在地が定められたもの（同法第８条第１項第４号）

についても、水防法と同様、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施を義務付けることとしてい

る。 

洪水等の水害と土砂災害は、その主たる原因が降雨であること、一降雨の期間中に水害と土砂

災害がほぼ同時に発生する場合があること、洪水浸水想定区域と土砂災害警戒区域は近接・重複

することが多いことなどから、密接な関連を有する災害であるといえるため、今回一括して同様

の措置を講ずることとしたものである。 

 

（２）避難確保計画の作成の義務化 

１）対象となる要配慮者利用施設について 

避難確保計画を作成する義務が課される要配慮者利用施設は、土砂災害警戒区域内に位置する

社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設であっ

て、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合におけるその利用者の円滑かつ迅速な避難の

確保を図る必要があると認められるものとして、市町村長等が市町村地域防災計画にその名称及

び所在地を定めた施設（土砂災害防止法第８条第１項第４号）である。要配慮者利用施設の具体

例としては、上記第―１（２）１）のとおりである。 

また、市町村地域防災計画に定める施設については、土砂災害警戒区域の見直しや要配慮者利

用施設の実態等を踏まえ、適宜適切に見直すよう努められたい。 

 

２）避難確保計画の作成について 

対象となる要配慮者利用施設の所有者又は管理者には、土砂災害防止法施行規則第５条の２の

定めるところにより、要配慮者利用施設における急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合

における防災体制に関する事項や急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合を想定した訓

練の実施に関する事項を定めた計画（以下第三において「避難確保計画」という。）を作成する

義務が課されることになる。 

各市町村におかれては、対象となる要配慮者利用施設の所有者又は管理者に対して、当該施設

を新たに市町村地域防災計画に位置付ける際等に土砂災害の危険性を説明するなどして防災意

識の向上を図り、主体的な避難確保計画の作成を促すことが望ましい。また、都道府県及び市町

村の関係部局（防災所管部局、民生所管部局等）は避難確保計画の作成や避難訓練の実施につい

て、下記１（２）３）に示す①「要配慮者利用施設管理者のための土砂災害に関する避難確保計

画作成の手引き」を情報提供することや、同②「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設におけ

る避難計画点検マニュアル」を活用して避難確保計画の内容を指導するなど、連携して積極的に

支援を行うとともに、その作成状況を確認することが望ましい。 

なお、ここでいう「所有者」と「管理者」の意義については、上記第―１（２）２）を参照さ

れたい。 

 

３）避難確保計画作成に係る国の支援について 

避難確保計画の作成を支援するため、国土交通省では関係省庁と連携して次の参考資料を提供

している。都道府県及び市町村の関係部局（防災所管部局、民生所管部局等）においてはこれら

も活用して避難確保計画の作成促進に努められたい。 
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① 「要配慮者利用施設管理者のための土砂災害に関する避難確保計画作成の手引き」（平成

29年６月作成） 

② 「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル」（平成 29年

６月作成） 

また、今後、国土交通省及び関係機関が連携して地域一体となった避難確保計画の作成及び避

難訓練の実施に関するモデル地区における知見を展開するなど、更なる支援策を講ずる予定であ

る。 

 

（３）避難訓練の実施の義務化 

避難確保計画を作成した要配慮者利用施設の所有者又は管理者には、当該計画の定めるところ

により、避難訓練を実施する義務が課されることになる。避難訓練の具体的な内容は各避難確保

計画の内容によることになるが、土砂災害に関する情報の伝達や利用者の避難誘導等に関する訓

練を行うことが望ましい。また、この訓練を実際の避難の際に役立つよう実効性あるものとする

ためには、要配慮者利用施設の職員による机上訓練のみならず、同施設の状況も踏まえつつ、で

きる限り利用者も参加した実践的な訓練を行うことが望ましい。 

 

（４）市町村長による指示及び公表 

市町村長は、避難確保計画の作成を促進するため、要配慮者利用施設の所有者又は管理者が避

難確保計画を作成していない場合において、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合にお

ける当該要配慮者利用施設の利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要があると認

めるときは、期限を定めて避難確保計画を作成することを求めるなどの指示を行うことができる

（土砂災害防止法第８条の２第３項）。また、要配慮者利用施設の所有者又は管理者が正当な理

由がなくこの指示に従わなかった場合にはその旨を公表することができる（同条第４項）。 

ここでいう「正当な理由」の意義については、上記第―１（４）を参照されたい。 

なお、避難確保計画を実効性のあるものとするためには要配慮者利用施設の所有者又は管理者

が主体的にこれを作成することが重要であることに鑑み、この指示や公表を行う際は、当該所有

者又は管理者に対して避難確保計画の必要性について丁寧な説明を行うことが望ましい。 

 

（５）留意事項 

要配慮者利用施設における避難確保について、同施設の職員だけで対応することが難しい場合

には、市町村や消防機関、地域社会等が連携して地域全体で支援する体制を構築することが重要

である。 

このため、各市町村は、避難誘導を援助する消防機関や自主防災組織と要配慮者利用施設の連

携体制の構築を支援することや、毎年６月の土砂災害防止月間を中心に取り組んでいる土砂災

害・全国防災訓練において要配慮者利用施設や関係機関の参画を得ること、要配慮者利用施設が

実施する訓練に協力・参画することなどを通じ、地域一体となった要配慮者利用施設の避難確保

体制の構築に努められたい。 

 

 

第四 その他 

要配慮者利用施設における避難確保計画又はこれに基づく避難訓練の実施について市町村が行う

補助や、浸水被害軽減地区における標識設置、浸水実績等を活用した水害リスク情報の周知等、改正

法に基づく各種の取組については、防災・安全交付金による支援が可能である。各都道府県及び市町

村におかれては、必要に応じこの支援も活用して取組の推進に努められたい。 

また、各制度の運用について不明な点等ある場合は、地方整備局担当部局等に設けられた相談窓口

に問い合わせされたい。 
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